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序  文 

 

日本国政府は、フィリピン共和国の「防災セクターローン」にかかる協力準備調査を行う

ことを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施いたしました。 

 

当機構は、平成 21 年 3 月から平成 21 年 12 月までの間、株式会社建設技研インターナ

ショナルの松本良治氏を総括とし、同社および日本工営株式会社から構成される調査団を

現地に派遣しました。 

 

調査団は、フィリピン国政府関係者と協議を行うとともに、フィリピン国において現地調

査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本事業の推進に寄与するとともに、両国の友好・親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 22 年 1 月 

 

 

国際協力機構 

理事 高島 泉 

 

 



 

 
 
 



 

伝 達 状 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 高島 泉 殿 

 

今般、フィリピン共和国における防災セクターローン協力準備調査にかかる調査が終了い

たしましたので、ここに最終報告書を提出いたします。 

 

本調査は、貴機構との契約に基づき、株式会社建設技研インターナショナルおよび日本工

営株式会社の共同企業体が、平成 21 年 3 月から平成 21 年 1 月までの間に実施して参

りました。 

 

今回の調査においては、フィリピン国先方政府の現状を踏まえ、同国の持続可能な防災セ

クターの改善計画を調査し、防災セクターローンとしての事業の最適案とそのための次号

実施条件を提案するとともに、優先事業に対するフィージビリティ調査を実施しました。

報告書は、要約、主報告書(第１編：主報告書、第2編：フィージビリティ調査（3河川）)

および洪水被害に係るニーズ・アセスメント調査から構成されております。 

 

なお、同期間中、日本政府特に貴機構、外務省、およびその他関係方面の方々に多大な協

力を賜りましたことを、この機会を借りて、厚く御礼申し上げます。また、調査期間中、

フィリピン国公共事業道路省と各地方自治体、その他関係機関より頂きました協力と支援

について深く感謝いたします。 

 

貴機構におかれましては、本事業の推進に向けて、本報告書が大いに活用されることを切

望する次第です。さらに、これを機会として両国の友好関係がより深まることを祈念いた

します。 

 

 

平成 22 年 1 月 
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1  概   要 

1.1 防災セクターローンプロジェクトの目的 

セクターローンプロジェクトの目的は以下を通してフィリピン政府の防災管理に関わる行

政能力を強化するとともに、災害危険地域での被害を軽減することにある： 

(1) 災害危険地域において構造物・非構造物対策を導入する。対象とする河川流域は「フ

ィリピン国洪水リスク評価および選定された地域における洪水対策計画の策定計画

調査」の結果に基づいて選定する。 

(2) 洪水対策の緊急対応資金管理を含む災害リスク管理システムの改善 

1.2 調査対象地域 

本調査の対象地域はフィリピン全域である。 

1.3 調査工程 

調査工程は下記の図に示す通りである。 調査は 2009 年 3 月初めにスタートし、2009 年の

11 月まで現地調査を行う。 

: Work in the Philippines IC/R: Inception Report DF/R: Draft Final Report
: Work in Japan IT/R: Interim Report F/R: Final Report

2009 2010
2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

IC/R DF/R F/RIT/R

 

図 R 1.1 調査工程（ 2009-2010） 

 

1.4 最終報告書の構成 

この最終報告書は、上述の目的のため実施された「フィリピン共和国防災セクターローン協

力準備調査」の最終成果品として、JICA に提出された。 

この最終報告書は、以下のように 6 つの編に分冊されている。 
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JICA ㈱建設技研インターナショナル
日本工営株式会社      .

 

表 R 1.1  最終報告書の構成 

編番号 タイトル 内容 
－ 要約 本報告書の要約 
第 1 編 主報告書 防災セクターローン事業実施目標、方針、手

順、協力条件等の内容の調査結果とその提案

及び調査内で実施する F/S の対象 3 河川の選

定 
第 2-A 編 Cagayan 川下流域における防災セ

クターローン事業のためのコアエ

リアのフィージビリティ調査 

F/S 実施対象として選定された Cagayan 川下

流域の 2002年F/Sの見直しと防災セクターロ

ーン事業内で治水事業を実施するための F/S
調査結果 

第 2-B 編 Ilog-Hilabangan 川における防災セ

クターローン事業のためのコアエ

リア河道改修のフィージビリティ

調査 

F/S 実 施 対 象 と し て 選 定 さ れ た

Ilog-Hilabangan川の 1990年M/Pの見直しと防

災セクターローン事業内で治水事業を実施

するための F/S 調査結果 
第 2-C 編 Tagoloan 川における防災セクター

ローン事業のためのコアエリア河

道改修のフィージビリティ調査 

F/S 実施対象として選定された Tagoloan 川の

1982 年 M/P の見直しと防災セクターローン

事業内で治水事業を実施するための F/S 調査

結果 
－ 台風１６号（オンドイ）及び１７号（ペペン）による洪水被害に係るニーズ・ア

セスメント調査 
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2  当分野における従来のアプローチに対する課題と検討 

2.1 当セクターにおける従来のアプローチ 

一般に災害リスク管理特に洪水災害対策事業については従来以下の取り組みがなされてい

た： 

• 通常一般の個別事業に対する円借款により各河川流域での洪水対策事業の実施 

• 流域全体を対象にした M/P の策定および緊急事業に対する F/S の実施 

• 河口から上流に向けての河川改修事業の実施 

• 原則として、構造物対策による事業を主体とし、非構造物対策については必要な対策

について検討するものの導入を勧告するに留まっている。 

 
2.2 当分野での従来のアプローチに対する課題 

2.2.1 課題の構成 

従来のアプローチに対し、既往調査でいくつかの課題が指摘されている。 これらの課題は

おおまかには次の図に示すような主要課題およびその原因として表される： 

中心
課題

直接
要因

2義的要因
要因

根本的
原因

「統合的洪水管理能力の限界」から生ずる
不十分な防災管理

構造物対策の不十分な運用
プロジェクト目標の不十分な達成

・DPWH本部及び地方事務所の
　不十分なスタッフの陣容及び
　組織形態
・不十分な法的制度
　（水法や河川域の指定など）
・不十分な統治
　（利害関係者間の調整、
　　地域社会やLGUsの参加）

現地住民及び関係機関における洪水対策事業の必要性に対する責任、認識の欠如

不十分な非構造物対策の開発

・不適切な治水・洪水管理計画
・不十分な事業及び運営維持管理の
　実施のための維持管理予算
・DPWH及びLGUsの不明確な責任所在
・土木工事の不適切な手順
　(工事変更許可の承認等）
・不適切な移転計画及び手段
・他のセクターや利害関係者との
　調整能力の欠如
・貧困削減への貢献の欠如

・LGUsの不十分な能力

・DPWHのLGUsに対する
　不十分な支援対策

不十分な行政能力

 
図 R 2.1 課題とその要因 

 
2.2.2 中心課題と直接要因 

上記の図に示したように、事業実施上の中心課題としては「統合的洪水管理能力の限界」か

らくる不十分な防災管理であり、この直接要因としては構造物対策の不十分な運用、プロジ

ェクト目標の不十分な達成、不十分な非構造物対策の開発、不十分な行政能力があげられる。 

2.2.3 中心課題に対する 2 義的要因 

この中心課題に対する各直接要因に関わる 2 義的要因として主に次の課題が指摘される： 
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(1) 「構造物対策の不十分な運用」に対する 2 義的要因 

「構造物対策の不十分な運用」に対する 2 義的要因として次の項目があげられる： 

• 不適切な計画 
• 不十分な維持管理予算 
• DPWH および LDUs の不明確な責任所在 
• 土木工事の不適切な手順（工事変更許可の承認等） 
• 不適切な移転計画及び手段 
• 他セクターや利害関係者との調整能力の欠如 
• 貧困削減への貢献の欠如 

 
(2) 「不十分な非構造物対策の開発」に対する２義的要因 

「不十分な非構造物対策の開発」に対する 2 義的要因として次の項目があげられる： 

• LGUs の不十分な能力 
• DPWH の LGUs に対する不十分な支援対策 

 
(3) 「不十分な行政能力」に対する 2 義的要因 

「不十分な行政能力」に対する 2 義的要因として次の項目があげられる： 

• DPWH 本部及び地方事務所の不十分なスタッフの陣容および組織形態 
• 不十分な法的制度（水法や河川域の指定など） 
• 不十分な統治（利害関係者間の調整や地域社会や LGUs の参加） 

 
2.2.4 中心課題に対する根本的原因 

中心課題に対する根本的原因として現地住民及び関係機関における洪水対策事業の必要性

に対する責任、認識の欠如が挙げられる。基本的にこの中心課題に対する災害リスク管理の

あらゆる問題はこの洪水対策事業の必要性に対する責任および認識の欠如から起因してい

ると考えられる。 

2.2.5 洪水管理成功への鍵 

最近UNESCOが流域の統合的管理（IWRM）を容易にするために作成したIWRM の指針の中

で洪水管理の成功の秘訣として次の声明を挙げている：“洪水管理成功の鍵はIWRMを成功

に導く鍵が支援となる。これらの鍵は困難な局面を乗り越えるためもしくはよりよいIWRM
への扉を開く鍵である。これらの鍵はIWRMプロセスを進展させる糸口となる。(下図参照) 
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IWRプロセス

インパクト
(社会的, 
環境など)

1. 気づき &
問題の特定

2. 概査・概定 3. 調整 &
詳細計画

4. 実施、
モニタリング & 評価

5. 気づき &
問題の特定

IWRMの進展

 

出典: IWRM Guidelines at River Basin Level (UNESCO) 

図 R 2.2  IWRM のプロセス・スパイラル 

 

 





フィリピン共和国 
防災セクターローン協力準備調査 

ファイナルレポート
要約 第3章

 

JICA ㈱建設技研インターナショナル 
             日本工営株式会社 3-1 

3  セクターローン導入による新しい取り組みでの改善 

3.1 改善すべき課題および改善に向けた方向性 

改善すべき課題として、下記に示すように前章に述べた課題が挙げられる。また、改善に向

けた方向性についても同じく下表に示す通りである (図3.1参照)： 

表 R 3.1  セクターローンで改善の目標とする課題 

項目

中心
課題

不適切な治水・洪水管理計画 最適な治水計画と洪水管理計画

不十分な事業及び運営維持管理の
実施のための維持管理予算

事業と維持管理のための十分な予算の確保

DPWH及びLGUsの不明確な責任所在 DPWHとLGUsの明確な責任分担とその実行
土木工事の不適切な手順
(工事変更許可の承認等）

最適な事業過程の策定とその実施

不適切な移転計画及び手段 適切な移転計画とその手法による移転の実施
他のセクターや利害関係者との調整能力の欠如 LGUs及び他の関係者と十分な協力
貧困削減への貢献の欠如 貧困削減への貢献

LGUsの不十分な能力 LGUsの防災対策の十分な能力
DPWHのLGUsに対する不十分な支援対策 DPWHとLGUsの十分な協力体制の構築

DPWH本部及び地方事務所の不十分なスタッフ
の陣容及び組織形態

DPWHの本省と地方部局での人員と組織の整備

不十分な法的制度（水法や河川域の指定など） 治水・河川整備、河川管理に関連する法制度の整備
不十分な統治（利害関係者間の調整、地域社会
やLGUsの参加）

治水・防災行政に関連するガバナンスの向上

根本的
原因

治水事業の必要性の十分な認識
/治水行政ガバナンスの健全化

構造物対策の実施／事業目標の達成

最適な計画の非構造物対策の実施

望ましい組織制度の整備、防災のための十分な能力

課題 改善への方向性

総合治水、統合的な洪水管理ができる能力の確保と
その実施

構造物対策の実施／事業目標の達成

最適な計画の非構造物対策の実施

望ましい組織制度の整備、防災のための十分な能力

不十分な非構造物対策の開発

不十分な行政能力

2義的
要因

現地住民及び関係機関における洪水対策事業の必
要性に対する責任、認識の欠如

直接
要因

「統合的洪水管理能力の限界」から生ずる
不十分な防災管理

構造物対策の不十分な運用
プロジェクト目標の不十分な達成

不十分な非構造物対策の開発

不十分な行政能力
構造物対策の不十分な運用

 
 

3.2 セクターローンへの基本的な技術的取り組み 

セクターローンでは、以下の技術的な取り組みを行う： 

• 既存のマスタープランに基づいて選定される重点地域を対象に F/S を実施する。 

• 重点地域の洪水対策は構造物対策を適用する。 

• 重点地域の被害軽減には洪水対策とともに非構造物対策も導入・運用する。また重点

地域以外の洪水被害軽減対策としても非構造物対策を導入・運用する。 

3.3 改善に用いる基本的ツール 

上記課題の改善のためにセクターローンでは以下のツールを導入する： 

• セクターローンのための協力条件の設定 （フィリピン側の実施責任事項） 

• 災害復旧基金(DRF)の設置 

• 技術協力プログラムの導入 
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基本的には災害リスク管理の改善はこれらのツールを活用しながら洪水対策事業（サブプロ

ジェクト）の実施によって図られる。 このサブプロジェクトとツールの関係は下記の図に

示す通りである： 

Requirement

Introduction

Introduction

Implementation
of sub-

projects by
Sector Loan

Contribution to Restoration of
Existing Flood Control

Structures

Improvement of
Disaster Risk
Management

Realization of
Cooperative
Agreement

Operation of
DRF

Technical
Assistance

 
図 R 3.1 防災セクターローンのサブプロジェクトとツールの関係 

これらのツールのうち、協力条件および技術協力はサブプロジェクトの実施運用に直接関わ

るものであり、サブプロジェクトの実施を通じて災害リスク管理の改善が進められ、将来的

には他のプロジェクトの実施を通じて改善が進められる。 

一方、災害復旧基金（DRF）は主に既存の河川構造物が災害を受けた場合の復旧に利用され

るものでサブプロジェクト実施には間接的部分的に関わる程度で、この基金制度が継続され

ることで将来災害リスク管理の改善に寄与する。 

3.4 セクターローンの予定供与額、フェーズ分け及びICC承認方法 

3.4.1 セクターローン予定供与額 

基本的にはセクターローンの供与額はローンでカバーする洪水対策事業（サブプロジェク

ト）の選定を通じて最終確認されるものであるが、DRFを含む目安の供与額は2009年3月6
日にJICA支援委員会の出席のもとにDPWHと調査団の間で実施された報告会議の席で

US$200millionが提示されている。 

3.4.2 セクターローンのフェーズ分け 

同会議において次の条件が提示されている： 

• セクターローンはサブプロジェクトを 3 バッチに分けて実施する。 

• １バッチに含まれる河川の数は概ね 3 河川とする。 

• 最初のバッチに含まれる河川はこの協力準備調査で F/S 対象となった 3 河川とする。 

3.4.3 ICC 承認取得の条件 

フィリピンで大規模プロジェクトを実施する場合、一般的にはNEDA－ICC評議会（投資調

整委員会）の承認を必要とする。その承認のためにはプロジェクト実施に関わる種々の資料

の提供が必要となる。この承認条件として関係機関（NEDA,DPWHおよびJICA）が協議し
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た結果、原則として以下の要領によるアンブレラタイプのICC承認が適用されることを確認

している。 

• 最初のバッチについては F/S の完了したプロジェクトコンポーネントとする。 

• 第２、３のバッチについてはショートリストにある河川から選定する。このショート

リストの河川についてはプロジェクト概要および予備的な事業費と経済分析結果で

対応するものとし、これらの河川の選定については適宜、実施前に完了した F/S に

もとづいて評価を行う。 

• ショートリストにある河川の優先順位の変更についてはF/S結果が十分承認される内

容であれば可能である。 

セクターローン枠組みのイメージを図 R 3.2 に示す。 

 
図 R 3.2 セクターローンプロジェクトの枠組みのイメージ 

3.5 協力合意条件（コンディショナリティ）に基づくセクターローンの導入 

フィリピン政府側がセクターローン適用のために果たすべき責任分担として、以下の４条件

の設定を本調査で提案する（時期などの詳細については関係者との協議を引き続き行う）： 

• DPWH 能力の強化 (計画局, FCSEC 及び地方事務所) 

• DRF, QRF および GAA 管理のための DPWH の現行運用システムの強化 

• 非構造物対策の開発 (DPWH の支援システムの構築) 

• プロジェクトの実施手順の確立、LGUs 及び他関連機関との調整を含む河川統治の確

立（すべてのプロジェクト実施手順での住民及び関連機関参加、ＭＯＡの整備） 

前述の改善への方向とこの協力合意条件との関係は次の図のように考えられる： 
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Proper Planning

Sufficient budget for counter and O&M

Clear mandates of DPWH and LGUs

Proper process of civil works (such as approval of
variation order)

Proper resettlement planning and measures

Enough coordination with other sectors and key
stakeholders

Enough contribution to poverty reduction

Sufficient capacity of LGUs
Sufficient supporting mechanisms of DPWH to LGUs

Sufficient staffing and organizational arrangement of
the headquarters and local offices of DPWH

Sufficient legal arrangement (such as water code)

Sufficient governance (coordination among
stakeholders, an participation of communities and LGUs

River Basin Governance
including Establishment of

Project Process (Participatory
Planning and Resettlement
Planning, ICP, River Basin
Forum, involving LGUs and

communities in all project cycle)
and Coordination with LGUs and
other Organizations in a manner
of MOA for O&M, River Basin

Management, Environment
Improvement

4

Enough Recognition of Necessity of Flood Control
Project and Good Governance

Enough Performance of Structural Measures/Enough
Achievement of Project Target

Enough Development of Non-structural Measures

Sufficient Institutional Capacity

Strengthening of Management
System for DRF, QRF and GAA)

2

3
Development of non-structural
Measures (DPWH's supporting
Mechanism)

Direction to Improvement
Enough Capacity of Integrated Flood Management

Enough Performance of Structural Measures/Full
Achievement of Project Target

Strengthening of DPWH
Capacity (PS, FCSEC and Local
Offices)

1
Enough Development of Non-structural Measures

Sufficient Institutional Capacity

Conceivable Cooperative
Agreement

 

図 R 3.3 改善への方向と協力合意条件との関係 

3.5.1 DPWH 能力の強化 (計画局, FCSEC 及び地方事務所) 

このDPWH能力の強化 (計画局, FCSEC及び地方事務所)に関する合意条件（コンディショナ

リティ）の内容および実施の時期は以下の表に示す通りである： 
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表 R 3.2  DPWH 能力の強化に関連する協力合意条件の内容と実施時期 

実施条件項目（コンディショナリティ）の内容 責任機関 達成時期 
1. ICD チーム設立 (チーム長,メンバー,役割及び予算等) DPWH 本部. by  preparation of ICC Doc. 
2. DPWH 能力強化のための内容(PDM)の確認  

(専門家派遣の要請)   by  preparation of ICC Doc. 

3. ICD チーム or タスクフォースの恒久化の省令の公布    by Appraisal  
4. DPWH 本省能力強化のアクションプラン及び 

スケジュールの作成   by Appraisal  

5. FCSEC 恒久化へのアクション (DBM への要請等)   by L/A 
6. DPWH 能力強化のアクションプランの実施の確認  *1

6.1 洪水対策に係る気候変動対策マニュアルの作成  by JICA Concurrence at the Commencement 
of D/D for the Second Batch 

6.2 河川構造物図集の改訂  by JICA Concurrence at the Commencement 
of D/D for the Second Batch 

6.3 アクションプランの改訂  by JICA Concurrence at the Commencement 
of D/D for the Third Batch 

1. 地方事務所（リージョナル・工事事務所）における 
河川・洪水対策に係るスタッフの配置及び業務の明確化 
（予算の確保） 

DPWH.地方

事務所 by Appraisal  

2. DPWH 地方事務所能力強化のアクションプラン及び 
    スケジュールの作成   by Appraisal 

3. DPWH 能力強化のアクションプランの実施の確認    
3.1    各地方事務所（リージョナル・工事事務所）への 

河川課の設置  
by JICA Concurrence at the Commencement 
of D/D for the Second Batch 

3.2.1  各工事事務所(DEO)の河川構造物台帳の完成 
 (50%以上の事務所が完成)  

by JICA Concurrence at the Commencement 
of Construction for the Second Batch 

3.2.2  各工事事務所(DEO)の河川構造物台帳の完成 
 (全ての事務所が完成)  

by JICA Concurrence at the Commencement 
of Construction for the Third Batch 

  (表 3.1、3.2 参照) 
Note: *1: 本項目は今後のローン開始までの討議によって最終決定する (表 3.4 ～ 3.8 参照.) 

  

3.5.2 DRF, QRF および GAA 管理のための DPWH の現行運用システムの強化 

このDRF, QRF および GAA管理のためのDPWHの現行運用システムの強化に関する合意条

件（コンディショナリティ）の内容および実施の時期は以下の表に示す通りである： 

表 R 3.3  DRF, QRF および GAA 管理に関連する協力合意条件の内容と実施時期 

実施条件項目（コンディショナリティ）の内容 責任機関 達成時期 
1. ICD チーム or タスクフォースの設立  by  preparation of ICC Doc. 
2. 災害復旧基金(DRF) (QRF 及び GAA 含む)利用のための 

T/A 内容、 PDM の作成 (専門家派遣の要請) 

DPWH  
ICD チーム 

  by ICC-TB Approval 

3. NEDA からの DRF 利用の承認 (ICC での議論)   by ICC-TB Approval 
4. Special Account 利用可能性の確認（ICC において議論）   by Appraisal  
5. DRF の恒久化への戦略と必要法的整備の確認   by Appraisal  
6. DRF 利用・運営のための実施細則(IRR)の準備と承認  by L/A 
7. コンセプト、運用ルール及び戦略に沿った DRF 恒久化への

アクションの確認   

7.1 DRF 運営・運用の実施細則の改善・改訂及びその公布  by JICA Concurrence at the Commencement 
of D/D for the Second Batch 

7.2 DRF 利用時における河川台帳の利用の遵守  by JICA Concurrence at the Commencement 
of D/D for the Third Batch 

7.3 DRF のシステム恒久化のための予算確保及びその手法   by JICA Concurrence at the Commencement 
of Construction for the Third Batch 

  (表 3.1、3.2 参照) 

   

3.5.3 非構造物対策の開発 (DPWH の支援システムの構築) 

この非構造物対策の開発 (DPWHの支援システムの構築)に関する合意条件（コンディショナ

リティ）の内容および実施の時期は以下の表に示す通りである： 
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表 R 3.4  非構造物対策の開発に関連する協力合意条件の内容と実施時期 

実施条件項目（コンディショナリティ）の内容 責任機関 達成時期 
1. DPWH における非構造物対策実施の責任者の任命 DPWH 本部 by Appraisal  
2. 非構造物対策のための T/A 内容(PDM)の確認と地方 

自治体への支援システムの作成(専門家派遣の要請)  by Appraisal  

3. 非構造物対策の実施のための 
マニュアルとガイドラインの準備   by JICA Concurrence at the Commencement of 

Construction for the First Batch 
by Appraisal for First Batch 
by ICC-TB Approval for Second Batch 

4. 各バッチ(First Batch, Second Batch 及び Third Batches)に
おける対象河川の DPWH, 自治体及び関連機関間の 
洪水対策委員会の設立 by ICC-TB Approval for Third Batch 

5. 各バッチの河川（対象事業）のための 
非構造物対策の策定とその実施 

Non-structural measures for First Batch will be 
operated for JICA Concurrence at the Commencement 
of Construction for the Second Batch 

 

Non-structural measures for Second Batch will be 
operated for JICA Concurrence at the Commencement 
of Construction for the Third Batch 

6. 非構造物対策マニュアルの改訂 

DPWH, LGUs 
及び 
その他 

関連機関 
  

  

by JICA Concurrence at the Commencement of 
Construction for the Third Batch 

  (表 3.1、3.2 参照) 

   

3.5.4 プロジェクトの実施手順の確立、LGUs 及び他関連機関との調整を含む河川統治の

確立 

このプロジェクトの実施手順の確立、LGUs 及び他関連機関との調整を含む河川統治の確立

に関する合意条件（コンディショナリティ）の内容および実施の時期は以下の表に示す通り

である： 

表 R 3.5  プロジェクトの実施手順の確立に関連する協力合意条件の内容と実施時期 

実施条件項目（コンディショナリティ）の内容 責任機関 達成時期 
1. ICD チーム設立 (チーム長,メンバー,役割及び予算等) DPWH 本部 by  preparation of ICC Doc. 
2. 対象項目のための T/A の内容(PDM)の確認   by  preparation of ICC Doc. 
3. 事業実施プロセスの構築を含めた流域管理（事業実施）

のためのガイドラインの作成(事業サイクル全期間におけ

る自治体とコミュニティを巻き込んだ参加型計画、住民移

転計画、広報活動、流域会議等の実施とその手法を含む)

   

3.1 河川改修実施プロセスを示すガイドラインの作成  by Appraisal  
3.2 河川改修実施プロセスを示すガイドラインの省令公布  by Appraisal  
4. 河川改修実施のための維持管理、流域管理及び環境改善

を含めた 協定書案(Sample MOA)の作成（省令の公布）   

4.1 協定書案(Sample MOA)の作成  by ICC-TB Approval for First Batch 
4.2 協定書案(Sample MOA)の省令による標準化  by ICC-TB Approval for First Batch 
4.3 協定書案(Sample MOA)及び河川改修ガイドラインの 

改訂及び省令公布  by ICC-TB Approval for Third Batch 

5. 「フィ」国の河川行政のためのセミナー開催 
（新河川法の必要性提言）   by JICA Concurrence at the Commencement of 

D/D for the Third Batch 
by ICC-TB Approval for First Batch 
by ICC-TB Approval for Second Batch 

6. 各バッチ(First Batch, Second Batch 及び Third Batches)に
おける対象河川の 洪水対策委員会の設立 

by ICC-TB Approval for Third Batch 
by ICC-TB Approval for First Batch 
by ICC-TB Approval for Second Batch 

7. 各バッチ(First Batch, Second Batch 及び Third Batches)に
おいて実施する 改修事業のための協定書(MOA)の 
作成とその締結     by ICC-TB Approval for Third Batch 

8. 河川法（水法の修正案）の草稿と上下院への 
草案の提出 

DPWH, LGUs 及
び 

その他 
関連機関 

  
 

by JICA Concurrence at the Commencement of 
D/D for the Third Batch 

  (表 3.1、3.2 参照) 

   

また、全体的な合意条件（コンディショナリティ）実施の行動内容および時期は表3.1及び

表3.2に示すとおりである。 
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3.6 災害復旧基金 (DRF) 

3.6.1 復旧事業の現状における課題と DRF の必要性 

前述のように被災した洪水対策施設に対する復旧事業はある程度は行われているものの、こ

の調査を通じ以下の問題が明らかになっている： 

• 復旧に使われている予算は十分でない。 

• 基金の現状での活用に対する効果が明らかでない。 

このような現行の問題に対処するためにはまず復旧のための予算、基金の活用ガイドライン

の作成とともに十分は予算の確保が必要である。 

DRFに割り当てられる予定金額は復旧工事をすべてカバーするには不十分ではあるが、復旧

目的の十分な予算確保とガイドライン作成の引き金となることが期待される。この目的で以

前の災害リスク管理で指摘されていた問題の改善のため、DRFを導入することが是非とも必

要である。 

3.6.2 財政的課題への配慮 

基本的にDRFの導入に以下の調整が必要と考えられる： 

• DRF 管理の責任組織の設置 

• DRF 適用の範囲（適用施設、活動及び災害のタイプ） 

• DRF 拠出の基本的な手順 

(1) DRF を管理する責任機関 

前に述べたようにセクターローン運用の組織が SC会議で基本的に承認されており、

この組織の中で BOM が DPWH の組織制度能力強化のため、設立が提案される新組

織（ICD チームまたはタスクフォース）の一員として DRF を管理運営することにな

っている。（図 3.2 参照） 

(2) DRF 活用の範囲 

(a) 適用する災害のタイプ 

当基金の適用はまず地域事務所からの公報に基づき行い、最終的には図 3.2 に

示す PS 及び FCSEC が加わった、DRF を管理する組織が判断する。 これに

関連して 基金の運用ルールや規定（IRR）が整備される必要がある。この IRR
の設定は 4.3 節で提案されている技術協力活動で支援することになる。 

(b) 適用する施設 

前節で述べたように NCF、QRF など現行の復旧工事に配分される予算は増大

する災害に対しては十分ではない。 このことから、DRF は基本的に復旧工

事に先立って JICAやNEDAの承認にもとに災害をうけた洪水対策施設の復旧

を中心に行う（表 3.3 参照）。 
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(c) 適用する活動 

洪水対策施設について被害を受けた原因を評価することが重要である。このた

め、この調査活動の費用はこの基金から拠出する必要がある。この災害の原因

と評価に基づき、被災した施設に対して典型的な復旧作業を適用することで復

旧した施設の寿命を永らえ費用を節約することが出来る。 また適切な契約金

額を積算することも必要不可欠である。 

これらのことから、調査、設計概念の設定にかかる費用について DPWH の予

算が不十分な場合 DRF もしくは技術支援の予算から拠出することが必要と考

えられる。 

表 R 3.6 DPWH 予算が不十分な場合に TA もしくは DRF で拠出すべき活動内容 

項目 調査･設計･積算 工事 

適用活動 • Task Force メンバーの調査･設計等

に掛かる交通費等 

• 測量費(必要時) 

• 土質･基礎地盤調査費(必要時) 

• 対策工事費用  

• Task Force メンバーの工事検査等に

掛かる交通費等 

注 1: 上記に示したものは最低限のものでこの限りではない。 

 

(d) DRF 活用の基本的手順 

図 3.2 に示すように、被災した施設に関する調査および関係行政機関との会議

及び復旧の基本的方針などは別途提案の T/A との協力で設置する組織によっ

て実施される。一方施設復旧の詳細設計や費用積算は BOD との協力でサブプ

ロジェクトを施行管理するコンサルタントが行う。 

DRF の適用は中央政府から発布される大災害宣言によって拠出され BOM が

管理する他の基金と調整して活用する必要がある。 

3.7 技術協力プログラムの導入(T/A) 

以下にあげる５つの技術協力活動を提案する: 

• DPWH の能力向上 

• DRF の活用メカニズムの整備 

• 非構造物対策導入・運用の支援 

• 河川行政の法的整備に関する助言 

• O&M 予算確保のための集金システム及び排水改善の能力開発支援 

各提案されたT/Aのワーク･ブレークダウン･ストラクチャは表3.4 ～ 3.8に示す通りである。 

3.7.1 DPWH 能力の強化 

(1) 技術協力プログラムの必要性 

前述したように、次の課題が指摘されている： 
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• 災害リスク管理および河川管理行政能力の不足 
• 災害リスクの実施に対する予算の不足 

セクターローンを通じて洪水対策事業をスムースに実施するためには DPWH の災

害リスク管理能力、河川管理能力を強化することが重要である。協力合意ではこれ

の課題の改善が条件の一つに挙げられており DPWH はその方向に向けての活動を

する必要がある。 しかし、DPWH による改善だけでは長い時間がかかることが予

想される。より早期の改善を果たすために国際協力機関の協力による専門家の導入

が重要と考えられる。 

(2) 上位目標及びプログラム目標 

(a) 上位目標 

この技術協力の上位目標は以下の要領による組織強化である： 

• PS および FCSEC の能力強化を通じて DPWH の災害管理の能力を向上さ

せる。 

(b) プログラム目標 

プログラム目標として以下の項目の達成が挙げられる： 

• DPWH（PS および FCSEC）の河川技術者がいくつかの河川についてプロ

ジェクト策定活動に参画し洪水対策計画を立案できるようになる。 
• DPWH（PS および FCSEC）の河川技術者が種々の河川構造物の知識を取

得し、設計する能力を持つようになる。 
• データベースやマニュアルの内容が強化され全国的に活用される。 

(c) このプログラムで想定される活動 

このプログラムには次の活動が想定される： 

• DPWH 河川技術者に対するプロジェクト策定、調査、河川構造物の設計

などの能力強化訓練 
• 河川計画のマニュアル改善 
• 気候変動に関するマニュアル準備 
• プロジェクト便益計算マニュアル作成 
• 河川構造物設計のためのデータベース準備 
• 過去の経験に基づくよい例、悪い例のデータベース作成 
• 全国的な水文・水理資料の収集システムの構築 

このプログラムの国際協力機関からの専門家投入を含むワーク･ブレークダウ

ン･ストラクチャを表 3.4 に示す。 

3.7.2 DRF 活用のメカニズム構築 

(1) 技術協力プログラムの必要性 

災害復旧基金（DRF）が導入された場合、前述した DPWH 内に設立される ICD チー

ムが DRF 管理を行うことを提案した。今後、DRF の運用ルールや管理組織の形体等

を詳細に検討する議論を行う必要があるが、DPWH 内で議論をすると個々の組織的

利害関係から長期間必要となる可能性が高い。 
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この設立を促進するため、中立的な立場での意見を助言する必要があると考えられ

るが、そのために外部からの技術協力が是非とも必要である。 

(2) 上位目標及びプログラム目標 

(a) 上位目標 

上位目標として次のことが挙げられる： 

• 基金の活用により被災した洪水対策施設が速やかに適切に復旧し目標通

りの機能を発揮することが出来る。 

(b) プログラム目標 

プログラム目標として次のアウトプットが挙げられる： 

• 適切なルール・ガイドラインによる DRF の活用 
• 被災した構造物の復旧のために適切な構造物、設計の選定および妥当な費

用の積算 
• DRF 拠出を通じて迅速な復旧工事の実施 
• 復旧及び O&M のための技術能力の向上 

(c) このプログラムで想定される活動 

このプログラムでは次の活動が投入される： 

• 類似の基金（QRF や GAA）に対する現行の運用ルールや組織の課題の確

認 
• O&M 記録レポート作成のマニュアル準備 
• 河川施設のデータベースの準備 
• 被災施設復旧のための調査、計画、設計、施工方法およびコスト積算のマ

ニュアル準備 

このプログラムに対する専門家の投入量を含むワーク･ブレークダウン･スト

ラクチャを表 3.5 に示す。 

3.7.3 非構造物対策の導入 

(1) 技術協力プログラムの必要性 

前述したように、以下の課題が指摘されている： 

• セクターローンの概念として、構造物対策は重点地域の洪水災害のみを防御対

象とするということから、重点地域およびそれ以外の地域の洪水被害を軽減す

るため非構造物の導入が必須である。 
• 非構造物対策の導入は基本的に LGUss の責任となっている。しかし、河川技術

者の不足から LGUs が非構造物対策を自身で導入するのは難しく、DPWH でさ

えも対応は難しい。 

このような状況で、洪水災害を軽減するための非構造物対策を導入するには国際協

力機関を通じて専門家を招聘することが必要である。 
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(2) 上位目標及びプログラム目標 

(a) 上位目標 

この技術協力プログラムの上位目標は以下のものである： 

• 「フィ」国における災害リスクが非構造物対策により全国的に軽減される。 

(b) プログラム目標 

プログラム目標は下記の通り： 

• F/S 対象地域にある LGUs が彼ら自身の能力で非構造物対策を運用する。 

(c) このプログラムで想定される活動 

このプログラムでは選定された F/S 対象地域について次の活動が期待される： 

• 洪水災害危険地域および洪水災害原因の確認 
• 適切な非構造物対策の選定 
• 選定された非構造物対策の導入 
• 非構造物対策の操作訓練と広宣 
• 土地利用規制/都市計画への危険区域の設定 

投入する専門家の量を含むワーク･ブレークダウン･ストラクチャを表3.6に示

す。 

3.7.4 河川行政のための法整備助言 

(1) 技術協力プログラムの必要性 

河川行政に適用される法律としては、水法しかないという不十分な法制度整備のた

め以下の課題が派生している： 

• 不明瞭な河川管理者の規定 
• 不明瞭な河川域の規定 
• 他の法律・規定等との矛盾 

これらの課題を克服するには長い期間を要するが、適切な河川行政には法制度の整

備は欠かせず、今後の「フィ」国の発展には是非とも解決していかなくてはならい

ない課題である。 そのために、DPWH は改善の方向に向けた活動を積極的に推し

進めていく必要がある。しかしながら、この分野での適切な人材を国内で見出すこ

とが難しいことから、国際協力機関を通じた専門家の招聘が必要である。 

(2) 上位目標及びプログラム目標 

(a) 上位目標 

この技術協力プログラムの上位目標は次のものである： 

• 「フィ」国における持続的な災害リスク管理システムが整備される。 

(b) プログラム目標 

プログラム目標は下記の通りである： 
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• 法整備によって、関連する機関の間で混乱のない河川行政が行われる。 

(c) このプログラムで想定される活動 

このプログラムでは次のアウトプットが期待される： 

• 利害関係者間での河川行政上の課題の認識 
• フィリピンにおける災害管理の必要性の認識 
• フィリピンにおける河川行政の戦略構築 
• 気候変動問題など河川行政に関連するほかの問題の認識河川 

これらのアウトプットを得るための活動として次のものがある： 

• 関連する機関での河川行政上の役割確認 
• 河川行政上に関する現行の法整備上の課題の検討 
• 現行の課題解決の方向性の検討 
• 他の国での適用されている法整備資料の収集整理 
• 他の国で取られている気候変動に関する対策についての情報の収集と整

理 
• フィリピンで適用すべき気候変動への対処方法の検討 

国際協力機関から投入する専門家の量を含むワーク･ブレークダウン･ストラ

クチャを表 3.7 に示す。 

3.7.5 O&M 基金収集システム及び排水改善の助言 

(1) 技術協力プログラムの必要性 

LGUs による適切な災害リスク管理に関して次の課題が指摘されている： 

• 予算不足からくる洪水対策施設の不十分な維持管理 
• 技術者不足と技術的知識の不足による不十分な排水システム管理 

洪水対策施設および排水システムの維持管理の責任は基本的に LGUs にあるものの、

現実的には LGUｓは技術的にも予算的にも能力が不足している。 

適切な災害リスク管理のためにはこの状況を是非とも改善する必要があり、国際機

関を通して技術協力を得ることは是非とも必要である。 

(2) 上位目標及びプログラム目標 

(a) 上位目標 

このプログラムの上位目標は以下の通りである： 

• 「フィ」国における持続的な災害リスク管理がなされる。 

(b) プログラム目標 

プログラム目標は次の通りである： 

• 洪水対策施設の O&Mが確実に行われまたLGUsの排水施設の整備管理能

力が向上する。 
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(c) このプログラムで想定される活動 

このプログラムでは次の活動が実施される： 

• 利害関係者間での河川行政上の課題の認識 
• LGUs の歳入および災害リスク管理および維持管理の予算の検討 
• 河川施設の維持管理に必要な予算の検討 
• 維持管理の資金源に関するマニュアル検討及び準備 
• 河川施設に対する維持管理マニュアルの準備および維持管理の実施 
• 排水施設の調査、計画、詳細設計および維持管理能力の向上 

国際協力機関から投入する専門家の量を含むワーク･ブレークダウン･ストラ

クチャを表 3.8 に示す。 
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4  セクターローン適用による洪水対策事業（サブプロジェクト）実施の準備 

4.1 サブプロジェクト選定のロングリスト・ショートリストの作成 

セクターローンの主要な目的の一つは重点地域の洪水防御を主とする洪水対策サブプロジ

ェクトを3バッチに分けて実施することである。 この実施対象となるサブプロジェクトは

以下に示すアプローチで選定する。 

 
図 R 4.1 セクターローンにおけるサブプロジェクト選定のアプローチ 

4.1.1 ロングリストの作成 

基本的にセクターローンを適用して実施するサブプロジェクトはロングリストの中から選

定する。 このロングリストは全国洪水リスクアセスメント調査で選定・提案された56の優

先河川とDPWHからその後追加として提案された2河川の計58河川で構成する。 

この58河川のリストは表4.1及び図4.1に示す通りである。 

4.1.2 ショートリストの作成 

ショートリストは災害リスク管理のためのセクターローンを適用して河川改修もしくは洪

水対策プロジェクトを実施するためのF/Sが終了もしくは調査進行中の河川流域と重点地域

を対象に作成する。 

この定義に従って、サブプロジェクトの内容を明確にし、ICCの評価システムによる事業実

施の承認を得るため、想定される事業量、事業費、地域的配分、事業便益、用地補償と家屋

移転の問題などを考慮のうえ、最終的にショートリストを作成した。 

このショートリストを作成するのに河川を次の3つのカテゴリーに分類した： 

• カテゴリーA: 利害関係者の強力な要請の下、F/S が既に行われた河川及び重点地域, 

• カテゴリーB: DPWH が河川改修もしくは洪水対策事業の M/P と F/S を現在実施して

いる河川流域および重点地域 
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• カテゴリーC: ファーストバッチに含まれる候補流域としてこの準備調査の中でF/Sが
実施されている河川流域と重点地域 

選定の結果調査位置図及び表4.2に示す17河川がショートリストに挙げられている。この選

定の手順は以下にまとめる通りである： 

4.1.3 サブプロジェクトの選定手順 

上記のショートリストに選定された候補河川流域に対して、各バッチでの対象河川は以下の

方針で選定した： 

(a) F/Sの完了 (ECC / CNC の受領、 RDCの承認) 

(b) LGUによる協力合意を明記したMOAの締結  

(c) EIRRで表示される経済効率が15％以上 

(d) 地域的なバランス 

各バッチのサブプロジェクトの選定手順は図4.2に示す通りである。 

4.2 本調査でのF/S対象河川の選定 

セクターローンのサブプロジェクトと平行して、本調査でのF/S対象河川の選定を以下の要

領で行った： 

End

(Second Screeing List)

Preparation of a list for Third Screening 

(Third Screening List)

Selection of F/S Objective Areas

Start

Preparation of a list for First Screening

(First Screening List)

Preparation of a list for Second Screeing

 
図 R 4.2  F/S 対象河川の選定手順 

最終的にF/S対象河川として3河川流域を以下のプロセスを経て選定した： 

まず、2009年4月20、28日にそれぞれ開かれたTWG,SC会議で下記の河川を全国洪水リスク

での優先順位、また地域的な配分を考慮して選定した：(第1篇報告書Appendix-2参照) 
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表 R 4.1 F/S 対象河川 

地域（リージョン） 選定された河川 
Luzon Cagayan 
Visayas Ilog-Hilabangan 
Mindanao Tagoloan 
  

その後、ステークホルダー会議、現地調査を通して洪水対策事業の実施条件を確認し、F/S
調査の実施が妥当であると判断した。 (第1篇報告書5.3 ~ 5.6節、Appendix‐6議事録参照) 

4.3 セクターローン事業の実施工程管理 

基本的にこの調査終了後災害リスク管理実施に関して主に次の活動が必要となる： 

• ICC 承認 

• サブプロジェクトの L/A 締結および実施 

• 協力合意の実践 

• DRF の運用 

• 技術協力プログラムの運用 

この準備調査は2010年1月には終了の見込みで最終報告書（案）は11月には提出されること

になっている。 このことからサブプロジェクトの実施に向けた準備作業はその段階から始

めることが可能である。これを元に今後の工程を考えると図4.3のようになる： 

4.4 気候変動の考察 

フィリピンの気候はほぼ年間に渡って降雨をもたらす大規模な大気現象に影響される。しか

し、洪水や渇水など時間、場所、特異な事象の発生など不均等な雨の分布により、当国の水

資源は過去において不均衡な現象となっている。気候変動に関する政府間パネルでは地球温

暖化に伴う気候変動に警鐘を鳴らしている。 気候変動は気温上昇、集中豪雨増大、海面上

昇など調査対象域の洪水状況にさらに悪影響を与える。 

4.4.1 予想される気候変動の影響 

別途各流域に対するF/S調査の章で述べているように、地球温暖化によって確率洪水流量や

生起確率年でみた安全度が影響を受けることになる；確率流量でみると2050年には10～20％
流量が増加、また2100年には14～29％増加するという結果になっている。この流量増加の影

響として洪水対策施設の安全度が地球温暖化とともに減少する結果となっている。 25年確

率の安全度は2050年には15－19年まで低下し、2100年には11－17年確率の安全度まで低下す

る。 

4.4.2 気候変動に対する基本的対策の考え方 

このように地球温暖化に伴う気候変動は将来取り上げられる洪水対策施設に大きな影響を

与えることが予想される。ただ、この地球温暖化の過程はまだ科学的に不確定な要素が多く

含まれている。このため、緩和対策としては気候変動への当面の変化と科学的進歩を見なが

ら安全度の低下に十分な配慮を重ねて選定する必要がある。気候変動における水文的な影響

に対して緩和策の基本的考え方は以下にまとめる通りである。 
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(1) 緊急洪水対策施設整備後 

緊急洪水対策施設の整備後、想定された安全度は地球温暖化に伴い徐々に低下して

いく。この期間、気候変動の影響が科学的に明確になり洪水軽減管理のマスタープ

ランが気候変動の影響を取り入れて策定されるまでは、以下の対策をとることが考

えられる： 

• 気象水文観測システムの確立・強化 
• 洪水警報システムによる早期警報伝達システムの強化 
• 各自治体レベル（市、町、バランガイ）での洪水準備、早期対応の確立と改善 
• 洪水状況、将来の洪水軽減対策を考慮した土地利用計画の強化 

(2) 洪水リスク管理の将来マスタープランの策定 

今後の治水事業は上記の考え方に基づき、現在想定されている気候変動の影響を考

慮して、気候変動の影響に基づく洪水軽減管理の将来計画を策定することを提案す

る。 
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5  フィージビリティ･スタディ調査結果要約 

5.1 概説 

5.1.1 最適洪水軽減計画の選定 

4.2 節で示したように、Cagayan, Ilog-Hilobangan および Tagoloan の 3 河川が本調査での F/S
対象地域に選定された。 

これら 3 流域での最適洪水対策案を以下に要約する： 

5.1.2 セクターローンにおいて構造物対策で洪水被害から守る重点地域 

災害リスク管理のセクターローンのサブプロジェクトとしての洪水対策プロジェクトは社

会経済政治活動の中心もしくは周辺と比較して開発の可能性の高い重点地域での洪水災害

を軽減することを目的としている。これは費用対効果が高いことが主な理由である。 

5.2 カガヤン（Cagayan）川流域 

5.2.1 ターゲット地域 (洪水防御重点地域) 

当流域対象に 2002 年に実施された F/S で提案された構造物対策はカガヤン川下流域の 4 地

域に対して 4 フェーズの実施を以下のように提案している： フェーズ 1: 河口から Magapit, 
フェーズ 2: Magapit から Amulung, フェーズ 3: Amulung から Tuguegarao そして フェーズ 4: 
Tuguegarao から Cabagan.  このうち, 人口密度、地域的重要性、この地域での政治・経済的

中心の安全確保など考慮すると Tuguegarao 市を防御するフェーズ 4 を重点防御地域とすべ

きと判断された。 

5.2.2 構造物対策の提案 

(1) セクターローンで実施する構造物対策の要約 

2002 年の F/S で ４つの主要構造物がカガヤン下流河川洪水対策に提案されている： 
1) 河岸侵食防止対策; 2)維持管理道路、植樹スペースを含む堤防; 3) 捷水路および 
4) カルバート、小水路。構造物対策は 4 フェーズで 2002 年に開始、目標年次である

まで、4 フェーズでの河口から順番で実施を計画している。 

このうちフェーズ４であるTuguegarao とその郊外地域を以下の理由でセクターロー

ンでの重点地域として適用する： カガヤン州の地域経済の発展のために、州都であ

る Tuguegarao 市と郊外市であるエンリレ市は非常に重要である。 

しかしながら、25 年確率洪水に対する構造物対策は事業費が 6 billion pesos をはるか

に超えるため、セクターローンの資金額からみて困難である。プロジェクトの効果

的であり緊急性は認識されているものの、必要資金からみてセクターローンではカ

バーしきれない。このため、最も深刻な侵食が現れている Alibago, Enrile および 
Cataggaman 地域に対して実行可能な構造物対策を実施することを当流域のサブプ

ロジェクトとして選定した（図 5.1 参照）。 

侵食防止に対する主要諸元及び積算事業費は以下の通りである： 
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表 R 5.1 カガヤン流域のサブプロジェクトの要約 

Contents of Project Quantity Purpose of Project

Revetment at Alibago Area L=900m Erosion and Scouring Control
Revetment at Enrile Area L=800m Erosion and Scouring Control

Revetment at Cataggaman Area L=1,400m Erosion and Scouring Control  
 

表 R 5.2 事業費の要約 

Cost Items
Estimated Costs
(Million Pesos) Remarks

Construction Base 1,871
D/D & S/V 299 Construction Term:
Contingencies 528 2012-2015

2,698
Compensation 20 Houses and Lots
Administration 95 DPWH and LGUs
Contingencies 26
VAT & Tax 324

465
3,163
5.31

18.64%EIRR

Cost Applicable for
Loan

Cost Inapplicable for
Loan

Sub-Total (2)
Total
O&M

Sub-Total (1)

Major Items

 
 

本プロジェクトの経済評価は表に示すように NEDA の要求数値を超えており、実施

可能である。 

(2) プロジェクト実施上の課題 

プロジェクト実施上の課題は以下の通りである： 

(a) 自然・社会環境影響評価 

本調査で提案している侵食防止対策工事（護岸）ではいくつかの家屋の移転が

必要で、DENR は移転家屋数が少ないケースにおいても、移転行動計画（RAP）
の作成を提案している。このことから DPWH の土地収用、家屋移転、少数民

族政策に従い、RAP を作成しなければならない。 

(b) 現在進行中の侵食 

洪水による河岸侵食がこの調査の期間中においても 3 箇所で進行中である。し

かし、L/A が締結されるものとしてプロジェクト開始までにほぼ 2 年必要であ

り、侵食はさらに進んでいるものと考えられる。このことから DPWH、LGUs
など関係機関はこの侵食の進行を十分監視することが必要である。 

5.2.3 非構造物の提案 

2002 年の F/S で提案された対策および現在の流域の状況にもとづき、構造物対策とともに

次のコミュニティーベースの非構造物対策の導入を提案する： 
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• 必要な準備計画と FEWS の実施 

• 被害図および準備計画の策定 

• 土地利用/開発計画の見直し/修正 

上記提案の対策の実施に関連し、セクターローン実施の範囲として、DPWH, OCD, PAGASA, 
及び LGUs など関連機関の能力向上を支援する技術協力プログラムを提案する。 

5.2.4 気候変動適用策 

気候変動による影響についての検討結果では洪水流量は 2050 年に 10-20％、2100 年には

14-29％増加すると推定している。  

この気候変動への影響に対しては次の非構造物対策を適用する： 

• 気候変動の影響に関して関係機関への啓蒙活動 

• 洪水予警報システムの強化 

5.2.5 サブプロジェクトのファーストバッチに含まれる可能性 

このフィージビリティ調査を通じて、カガヤン河流域のサブプロジェクトは技術的・財政

的・経済的・環境面から判断して十分実施可能であることが明らかとなった。 このことか

らこのカガヤン河流域でのサブプロジェクトはファーストバッチに含めて問題ない。 

5.3 イログ-ヒラバンガン川（Ilog-Hilabangan）流域 

5.3.1 ターゲット地域 (重点地域) 

ネグロスオキシデンタル（Negros Occidental）州にあって州都バコロド市と共に州の経済開

発の重要都市としての役割を果たしているカバンカラン市および 1991年の M/Pレポートに

も紹介されているようにネグロス島での最初のスペイン人入植地であるイログ市を重点地

域とする。 

5.3.2 構造物対策の提案 

(1) セクターローンで実施する構造物対策の要約 

ファーストフェーズでの確率は 25 年確率としている。 

主要計画諸元および事業費積算結果は下表に示すとおりである（図 5.2 参照） 

表 R 5.3 イログ-ヒラバンガン流域のサブプロジェクトの要約 

Contents of Project Quantity Purpose of Project
L=6,100m To protect thearea against a 25

‑year return period flood
L=1,000m To protect the area against a

25‑year return period flood
Construction of Dike along
Sugarcane Mill Area

L=2,750m To protect the area against a
25‑year return period flood

Dredging Work in Lower
Stretch

V=1.7 million m3 To mitigate the impact of dike
construction

Construction of Dike along
Kabankalan City Proper Area
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表 R 5.4 事業費の要約 

Cost Item Estimated Cost
(Million Pesos) Remarks

Construction Base 1,611
D/D & S/V 258 Construction Term:
Contingencies 475 2012-2014

2,344
Compensation 16 Houses and Lots
Administration 81 DPWH and LGUs
Contingencies 22
VAT & Tax 281

400
2,744
5.69

15.65%
O&M
EIRR

Cost Applicable for
Loan

Cost Not Applicable for
Loan

Sub-Total (2)
Total

Major Item

Sub-Total (1)

 
 

本プロジェクトの経済評価は表に示すように NEDA の要求値を超えており、実施可

能である。 

(2) プロジェクト実施上の課題 

プロジェクト実施上の課題は次の通りである： 

(a) 自然・社会環境影響評価 

本調査で提案している、カバンカラン重点地域沿いの堤防建設は 50 世帯を超

える家屋移転が必要である。このような多大な家屋移転を実行するために、

DENR は移転行動計画（RAP）の作成を要求している。 さらに 2004 年 JICA
環境社会配慮のガイドラインに沿って、フル EIA 調査の実施が要求される。 

(b) イログ町への考慮 

調査の初期段階においてはイログ市の市庁舎およびその周辺の市街地を取り

囲む輪中提を対策案を提案していた。 しかし、環境調査を委託したコンサル

タントによる公聴会ではこの輪中堤建設には住民が古くから維持してきた“こ

の地域社会は皆平等”という状態に対して、守られる区域と守られない区域を

発生させる不平等な状態を引き起こすため賛同しがたい旨の意見が出された。 

このことから構造物対策としては洪水氾濫時間を短縮するための河道浚渫を

提案する。 よってイログの住民に対しては、非構造物の運用を通じ十分な被

害緩和を図る必要がある。 

(c) 残土の処分地 

この事業では掘削及び浚渫工事により約 100 万 m3 の残土が発生する。カバン

カラン市およびイログ市ではこれらの残土について都市開発のための利用で

きるため基本的には歓迎している。これについては、都市開発の予定はプロジ

ェクト実施計画を配慮する必要がある。 



フィリピン共和国 
防災セクターローン協力準備調査 

ファイナルレポート
要約 第5章

 

JICA ㈱建設技研インターナショナル 
             日本工営株式会社 5-5 

 

5.3.3 非構造物対策の提案 

流域での現状から次のコミュニティーベースの非構造物対策の導入が考えられる： 

• 流域洪水予警報システムを利用しての洪水早期警戒システムの整備 

• 住民参加による洪水被害危険図の作成（洪水危険地域での予行演習を含む） 

さらに、流域全体の洪水被害軽減には、1991 年 M/P に基づく全面的な河川改修が必要であ

るが、このために LGUs は河川改修のための十分な用地を確保しておく必要がある。 加え

て、総合的土地利用計画（CLUP）において河川用途区域を明確にしておく必要が有る。 

5.3.4 気候変動適用策 

基本的には気候変動への対処としては洪水対策の堤防嵩上げが考えられる。 しかしながら、

堤防の嵩上げは堤防が破壊したときの洪水被害のポテンシャルを高めることになる。カバン

カラン市の対岸に広がるサトウキビ畑に関して、当面は開発のために他の目的に転用される

予定はない。このことから川のピーク流量を流出させ逓減させるための調整池の設置を気候

変動対策の一環として提案する。 

この構造物対策に加え、次の非構造物対策を気候変動に関して適用する： 

• 気候変動の影響に関して関係機関への啓蒙活動 

• 洪水予警報システムの強化 

5.3.5 サブプロジェクトのファーストバッチに含まれる可能性 

このフィージビリティ調査を通して、イログ・ヒラバンガン流域でのサブプロジェクトは技

術的・経済的にフィージブルであることが確認された。 しかし、環境面ではこのプロジェ

クト実施にはかなり多くの家屋移転が必要となり2004 年のJICA環境・社会ガイドラインで

はカテゴリーＡに分類されるところからフルEIAの実施が必要とされている。 もしこのフ

ルEIAを実施するとなると、かなりの調査期間が必要となり、当セクターローンで実施する

予定の他の流域洪水対策の実施工程に大きな影響を与えることになる。 このことから

DPWH, NEDA およびJICAとの一連の会議の結果、イログ・ヒラバンガン流域については、

このセクターローンの対象流域から外し、他の資金によって事業を実施するものとした。 

5.4 タゴロアン川（Tagoloan）流域 

5.4.1 ターゲット地域 (重点地域) 

重点地域は、ミサミスオリエンタル州の経済開発に貢献するキー工業地域および市街地の一

つとしての役割を果たすタゴロアン市を選定する。 事実、この重点地域には PHIVIDEC
によって開発され、さらに開発が予定されている工業ベルト帯が位置する。 

5.4.2 構造物対策の提案 

(1) セクターローンで実施する構造物対策の要約 

タゴロアン流域の M/P は River Dredging Project II [Nationwide Flood Control Plan and 
River Dredging Program in 1982 (1982 M/P) by OECF (former Japan International 
Cooperation Agency (JICA)]の一部として策定されている。この 1982 M/P では,計画は
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２フェーズに分けられている：フレームワーク計画として 50 年確率洪水対応での基

本計画および 25 年確率洪水を対象とする第１フェーズ計画。 

1982 年 M/P の勧告に基づいて、このセクターローン・サブプロジェクトとして、25
年確率洪水にたいする第フェーズ計画を適用する。 重点地域は上述のように工業

地域及び市街地であるタゴロアン川沿いのタゴロアン市を対象とする。タゴロアン

市の工業地域及び市街地の洪水防御のため DPWHは 1994年から 2002年の間にタゴ

ロアン川の両岸にコンクリート法面保護の堤防を建設している。 しかし、堤防建

設の目的は洪水防御の他近隣地区の河岸侵食目的も有したものであるが、財政的理

由により途中で中断されたままとなっている。 

このことから、セクターローンでの主要洪水対策目的としたこの中断している堤防

を完成・改良し、洪水被害に対する脆弱性を削減することである。完全な構造物対

策が整備されことで、この重点地域はさらに都市化及び工業化が進められると期待

される。洪水氾濫解析によると右岸側の堤防の下流側への延長によって、工業地域

での洪水被害は軽減される。そのため、その延長は上流側にある市街地への洪水侵

入を防ぐために右岸側の堤防建設とともに実施を提案する。 

併せて、河岸先の河道の浚渫および掘削も計画洪水位を既存の堤防の高さ及びタゴ

ロアン橋の桁下プラス余裕を含めた高さ以下に維持するために行う。 

タゴロアン河川改修工事の計画諸元及び事業費は下記の表に示す通りである（図 5.3
参照） 

表 R 5.5 タゴロアン河川改修計画内容 

Contents of Project Quantity Purpose of Project
Extension of Dike along Right
Bank at Downstream Section

L=2,000m To protect area against 25 ‑

year return period flood
Construction of Dike along Right
Bank at Upstream Section

L= 650m To protect area against 25-
year return period flood

Dredging Work in Towhead
Area

A=8.8 has To sustain water level below
existing dike system  

 

表 R 5.6 河川改修事業費の要約 

Cost Items
Estimated Cost
(Million Pesos) Remarks

Construction Base 439
D/D & S/V 70 Construction Term:
Contingencies 129 2012-2014

638
Compensation 31 Houses and Lots
Administration 24 DPWH and LGUs
Contingencies 11
VAT & Tax 77

143
781
2.6

19.48%

Major Items

Cost Applicable for
Loan

Sub-Total (1)

Cost Not Applicable for
Loan

Sub-Total (2)
Total
O&M
EIRR  
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本プロジェクトの経済評価は表に示すように NEDA の要求値を超えており、実施可

能である。   

(2) プロジェクト実施上の課題 

プロジェクト実施上の課題は以下の通り： 

(a) 自然・社会環境影響評価 

プロジェクトサイトにある家屋のほとんどは FHIVIDEC によって移転が完了

している。 このため本調査で提案する洪水対策（堤防および掘削）  で必要

となる移転家屋数は数世帯である。 

しかし、DENR は移転が少数であっても移転行動計画（RAP）が必要であると

している。 このことから、RAP は“The Land Acquisition, Resettlement and 
Indigenous Peoples Policy of the Department of Public Works and 
Highways (DPWH).”に従い計画、実施される。 

(b) 土地収用 

提案する計画堤防法泉はスムーズな洪水の流下と既存の堤防高に十分な余裕

高を確保するため内側にシフトする。このため調査で提案する河川域は

PHIVIDEC が予定した河川行きに比べ広くなっている。 

この PHIVIDEC が想定した河川域とこの調査で提案する河川域の差は 20ha で
ある。 当初、この地域は政府の土地として認定されている。このためプロジ

ェクト実施に先立ち土地のオーナーシップについて MOA に含まれているよ

うに、対処しておく必要がある。 

(c) 河口左岸の低地 

河口左岸に展開する低地は次の理由で保全する： 

• 洪水流量は低地の堤防建設なしでも広がらないこと、 
• 氾濫危険区域であること、及び 
• マングローブがこの低地の海岸沿いに広がっており、この低地は変更す

ることなく維持することが環境上望ましいこと。 

このような状況から低地については PHIVIDEC とタゴロアン市が協力して維

持することが望まれる。 

5.4.3 非構造物対策 

カガヤンおよび流域の F/S と同様、次のコミュニティベースの非構造物対策導入が必要であ

る： 

• 流域洪水予警報システムに基づく早期洪水警報システムの確立 

• 住民参加による洪水被害危険図の作成、洪水危険地域での避難訓練の実施 

上記対策の実施と関連してセクターローン実施の範囲として、DPWH,OCD,PAGASA 及び

LGU など関連機関の能力向上を支援する技術協力プログラムの提案が行われている。さら

に、将来の河川の拡幅、掘削、堤防の延長、潮位上昇などに備え、上流部分、河口、海岸沿

いについて適切な土地を確保しておく必要がある。この将来的な河川整備に備えるため、
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LGUs はまず適切な河川域の設定を行う。この他 CLUP (comprehensive land use plan) におい

て、河川調整域として将来の土地利用図を作成しておく必要がある。 

5.4.4 気候変動適用策 

次の非構造物対策が気候変動適用策として考えられる： 

• 土地利用規制 

• 気候変動影響に関して関係機関への啓蒙活動 

• 洪水予警報システムの強化 

5.4.5 サブプロジェクトのファーストバッチに含まれる可能性 

このフィージビリティ調査を通じて、タゴロアン川流域のサブプロジェクトは技術的・財政

的・経済的・環境面から判断して十分実施可能であることが明らかとなった。 このことか

らこのタゴロアン川流域でのサブプロジェクトはファーストバッチに含めて問題ない。 

5.5 セクターローンでのプロジェクトの実施計画 

セクターローンプロジェクトのファーストバッチについては 2 箇所で建設事業が実施され

る予定である。この建設の工期は以下に示すように 2014－2016 の 3 年間を想定している： 

表 R 5.7 セクターローンプロジェクトの 2 サブ･プロジェクト実施計画 

J-M A-J J-S O-D J-M A-J J-S O-D J-M A-J J-S O-D J-M A-J J-S O-D J-M A-J J-S O-D J-M A-J J-S O-D J-M A-J J-S O-D J-M A-J J-S O-D
F/S
RAP : 6months for 2 Slected River Basins (First Batch)
MOA
Resettlement & Land
Acquisition
ICC (TB, CC) : as Umbrella ICC
L/A
Selection of Consultant
D/D and Bidding
Structural Measure

Construction
Non-Structural Measures

Assistance on Setup of
Non-Structural Measures

Advice on Collection
System Arrangement for
O&M Budget and
Capacity Development
on Drainage
Improvement

2017Item 2010 2011 2012 2013 2014 20162015

Monitoring & Livilihood Support

Liability
(1 Year)

Preparation
of Manual
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6  結論及び勧告 

6.1 結論 

6.1.1 セクターローンの枠組み 

フィリピンは東南アジア地域にあって最も厳しい自然災害に見舞われる国の一つである。こ

の自然災害の中で台風による災害は全災害額の 92.5％に達している。この厳しい状況に対処

するため、フィリピン政府は一連の中期フィリピン開発計画で強調されるように、多大な努

力を払ってきている。 

しかしながら、従来の自然災害への取り組みとして、個別のローンによるプロジェクト実施

は必ずしも常にその目標が達成されていないところもあることからいくつかの課題が指摘

されている。 

従来の取り組みでの課題への対応から、本調査ではセクターローンという枠組みによる新し

い取り組みでこれら問題の改善を試みた。 

この新しい取り組みでは改善のために以下の３つの基本的な道具の導入を提案、その道具の

内容を検討している： (1) 協力合意のもとでのセクターローン導入、(2)DRF（災害復旧基金）

の導入および(3) 技術協力プログラム（T/A）の準備。 

本調査で従来の課題の改善にはこの新しい取り組みが必要であり、これらの道具はその目的

を達成するのに有効であることが結論付けられた。 

6.1.2 選定された 3 河川流域に対する F/S を含むサブ･プロジェクトの準備 

セクターローンによる新しい取り組みの枠組みの検討と併行して、サブプロジェクトの準備

のため、洪水対策の対象河川の選定を以下の要領でおこなった：対象河川のロングリスト選

定、ショートリスト選定、F/S 対象河川の選定。重点地域防御を基本としたプロジェクトの

フィージビリティを検討する対象河川として次の 3 河川流域および重点地域が選定されて

いる：カガヤン川（ツゲガロウ及びエンリレ市）、イログ・ヒラバンガン川流域（カバンカ

ラン市及びイログ市）それにタゴロアン川流域（タゴロアン市）。 

本調査で、これらの洪水対策対象となる河川流域のロングリスト、ショートリストは適切で

あり、またこれら F/S 対象 2 河川流域（カガヤンおよびタゴロアン流域）についての洪水対

策プロジェクトは基本的に、技術・経済・環境の面からみてフィージブルであることが結論

付けられた。ただし、イログ・ヒラバンガン川流域については、洪水対策実施のために 50
軒を超える家屋移転が生じる可能性があり、JICA の環境・社会配慮ガイドラインに基づく

フル EIA 調査を実施する必要がある。 このことから、もしイログ・ヒラバンガン川流域

のフル EIA を実施するためにはある程度の期間が必要となり、セクターローンで実施する

他の流域でのサブプロジェクト実施に大きな影響を与えることになる。 今回、一連の関係

機関との会議を通して、ファーストバッチでは 2 流域（カガヤンおよびタゴロアン）を対象

とし、イログ・ヒラバンガン川流域については本セクターローンの対象から外し、他の資金

ソースにより実施するものとした。 
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6.2 勧告 

6.2.1 セクターローンの枠組み 

1. 本調査ではセクターローンの枠組みとして従来の取り組みによる課題を改善するため

の道具を中心に検討を行った。 この調査から、DPWH はセクターローンの技術的運用

支援を担当する ICD チームおよびセクターローン全体を管理する組織を設置すること

を検討している。これについて、出来るだけ早い時期にその組織を設立することを勧告

する。 

2. さらにその組織によって今後のセクターローンによるプロジェクト実施計画にそって、

ICC 承認、EIA に関する証明および L/A の締結に向けた準備作業にはいることを勧告す

る。 

3. 本調査ではこの道具の部分として最小限の要請による協力合意項目についてその実施

時期も含めて提案がなされている。まず提案されたこの協力合意の各項目について、原

則として関係機関（JICA, DPWH 等）が協議し、JICA アプレイザルミッションまでに、

最終的に確定する必要がある。さらに、最終的に決定された項目について、その提案で

示された時期までに実施することを提言する。 

4. 防災セクターの改善の道具の一つとして提案している災害復旧基金（DRF）の導入に関

して、現在 QRF（早急対応基金）および GAA（一般歳出予算）を利用して災害施設の

復興に当たっている BOM による管理システムも併せて、DPWH の PS や FCSEC と協力

しながら改善することを勧告する。さらに、本調査で提案しているシステムを参考に

DRF, QRF および GAA の管理システムのマニュアルおよびガイドラインを準備すると

共に、この DRF を継続していくための方針を早急に設定することを勧告する。 

5. 新しい取り組みによるプロジェクト実施を支援するために５つの項目からなる技術支

援プログラム（T/A）を導入することを提案している。 スムースなサブプロジェクト

実施にはこの T/A は欠かせない事項であり、この T/A 要請の活動を速やかに始めるべき

である。 特に、DRF の管理システム構築や非構造物対策の導入のような早期実施が必

要な項目に対する T/A について要請活動を始めることを勧告する。 

6.2.2 サブプロジェクトの準備および 3 河川流域の F/S 

1. 本調査ではセクターローンのサブプロジェクト準備のためロングリスト、ショートリス

ト、および F/S 対象河川の選定を行っている。これら F/S 対象 3 河川のうち 2 河川（カ

ガヤンおよびタゴロアン流域）はセクターローンのサブプロジェクトとしてファースト

バッチでの実施が想定されている。これに関連して、ローン申請の必要な手続きを早め

るために、このファーストバッチに含まれる河川を出来るだけ早く最終決定することを

勧告する。 

2. これら２河川についてはローン申請のためにやるべき作業がいくつか残されている（特

に ICC 承認に必要な RDC 決議、ECC の受領、MOA の準備など）。これに関連して、

これら必要な作業を出来るだけ早く始めることを勧告する。 

3. 残された項目の中で、とくに ECC についてはこれがないとプロジェクトが始められな

いため、ECC の受領は非常に重要な手続きの一つである。本調査では IEE に必要な資料

の作成を行っているが、事業実施責任機関官庁が行うべき内容の項目がいくつかある。

このことから、当該責任機関は ECC の受領に向けて出来るだけ早く準備を始めること

を勧告する。 
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4. イログ・ヒラバンガン川流域については比較的多くの家屋移転が必要なところから 2004
の JICA 環境社会ガイドラインに基づきフル EIA 調査が求められ、このフル EIA 調査の

実施にかなりの時間が必要である。 このため、当流域をファーストバッチに含めると、

セクターローンによる他の流域でのプロジェクト実施時期に大きな影響を与えること

になるため対象から外すこととした。しかしながら、当流域における洪水対策事業実施

は重要であり、技術的・経済的に十分フィージブルであるため他の資金ソースを用いて

出来るだけ早く事業を実施することを提言する。 
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ン

及
び

そ
の

他
の

河
川

改
修

事
業

に
お

け
る

、

   
 協

定
書

案
(M

O
A

)の
利

用
と

適
用

D
PW

H
(I

C
D

)
地

方
自

治
体

及
び

そ
の

他
関

連
機

関

D
PW

H
(I

C
D

)

9.
 他

の
河

川
（
治

水
事

業
）
へ

の
支

援
シ

ス
テ

ム
の

適
用

の
シ

ス
テ

ム
の

継
続

化

9.
 Q

R
F,

 G
A

A
予

算
を

含
め

た
D

R
F恒

久
化

の
実

現

6.
 各

バ
ッ

チ
の

河
川

（
対

象
事

業
）
の

た
め

の
非

構
造

物
対

策
の

策
定

と
そ

の
実

施

セ
カ

ン
ド

バ
ッ

チ
(S

ec
on

d 
B

at
ch

)
河

川
決

定
時

D
PW

H
の

能
力

強
化

地
方

事
務

所

6.
 D

PW
H

能
力

強
化

の
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

実
施

・
具

現
化

及
び

そ
の

継
続

PS
(計

画
局

),

FC
SE

C

3.
 D

PW
H

地
方

事
務

所
能

力
強

化
の

実
施

・
具

現
化

7.
 D

R
Fの

利
用

、
運

営
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

、
評

価
及

び
利

用
方

法
の

改
訂

(必
要

に
応

じ
)

8.
 セ

ク
タ

ー
ロ

ー
ン

後
の

D
P
W

H
に

よ
る

河
川

改
修

の
計

画
と

そ
の

実
施
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表 3.1   防災セクターローン協力合意条件（コンディショナリティ）とその実施時期

*
1
:

上
記
項
目
2
,4
に
よ
っ
て

本
項

目
は

最
終

決
定

す
る

*
1
:

上
記
項
目
2
に
よ
っ
て

本
項

目
は

最
終

決
定

す
る
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セ
カ
ン
ド
バ
ッ
チ

D
/
D
開

始
ま
で

フ
ァ
ー

ス
ト
バ
ッ
チ

建
設

開
始

ま
で

サ
ー

ド
バ
ッ
チ

D
/
D
開

始
ま
で

セ
カ
ン
ド
バ
ッ
チ

建
設

開
始

ま
で

サ
ー

ド
バ
ッ
チ

建
設

開
始

ま
で

T/
A

s(
技

協
)

A
ct

io
n 

Pl
an

非
構
造
物
対
策

マ
ニ
ュ
ア
ル
の
改

訂

in
 F

irs
t B

at
ch

in
 S

ec
on

d 
B

at
ch

D
ra

w
in

g

D
at

ab
as

e
50

%
以
上
の

事
務
所
が
完
成

全
て
の
事
務
所
が
完
成

A
ss

ig
nm

en
t

人
員

配
置

O
rg

an
iz

at
io

n
組

織

表
　

3.
2 
　
協

力
合

意
条

件
(コ

ン
デ

ィ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ

 (C
oo

pe
ra

tiv
e 

A
gr

ee
m

en
t)

) と
 確

認
時

期

R
iv

er
M

an
ag

em
en

t

各
バ
ッ
チ
対

象
事

業
非

構
造

物
対

策
の
策

定
・
実

施

M
O

A

M
an

ua
l

Se
co

nd
 B

at
ch
河
川
に
お
け
る
改
修
事
業
の
た
め
の
協
定
書

(M
O

A
)の

作
成
と
そ
の
締
結

Th
ird

 B
at

ch
河
川
に
お
け
る
協
定
書

(M
O

A
)の

作
成
と
そ
の
締
結

洪
水
対
策
に
係
る
気
候
変
動
対
策
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成

河
川
構
造
物
図
集
の
改
訂

非
構
造
物
対
策
の
実
施
の
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
と

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
準
備

協
定
書
案

(S
am

pl
e 

M
O

A
)の

省
令
に
よ
る
標
準
化

G
ui

de
lin

e

協
定

書
案

(S
am

pl
e 

M
O

A
)の

改
善
・
改
訂

Fi
rs

t B
at

ch
河
川
に
お
け
る
改
修
事
業
の
た
め
の
協
定
書

(M
O

A
)の

作
成
と
そ
の
締
結

事
業
実
施
プ
ロ
セ
ス
の
構
築
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
作
成

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
省
令
公
布

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
善
・
改
訂

協
定
書
案

(S
am

pl
e 

M
O

A
)の

作
成

D
R

F利
用
・
運
営
の
た
め
の
実
施
細
則

(I
R

R
)の

準
備

と
承

認
運
営
・
運
用
の
実
施
細
則
の
改
善
・
改
訂
及
び
そ
の
公
布

Fl
oo

d
M

an
ag

em
en

t
C

om
m

itt
ee

Fi
rs

t B
at

ch
河
川
に
お
け
る
洪
水
対
策
委
員
会
の
設
立

Se
co

nd
 B

at
ch
河
川
に
お
け
る
洪
水
対
策
委
員
会
の
設
立

Th
ird

 B
at

ch
河
川
に
お
け
る
洪
水
対
策
委
員
会
の
設
立

D
R

F
Se

cu
re

m
en

t o
f B

ud
ge

t
fo

r C
on

tin
ua

tio
n

M
ec

ha
ni

sm
 (T

/A
内

容
、
P
D
M
作

成
と
関

連
し
て
）

Sp
ec

ia
l A

cc
ou

nt
利
用
可
能
性
の
確
認

各
確
認
時
点

D
R

Fの
恒
久
化
へ
の
戦
略
と
必
要
法
的
整
備
の
確
認

FC
SE

C恒
久

化
へ

の
ア
ク
シ
ョ
ン

(D
B

M
へ
の
要
請
等

)
地
方
事
務
所
（
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
・
工
事
事
務
所
）
に
お
け
る
河
川
・
洪
水
対
策
に
係
る
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
（
予
算
の
確
保
）

D
PW

H
本
省
に
お
け
る
非
構
造
物
対
策
実
施
の
責
任
者
の
任
命

各
地
方
事
務
所
（
リ
ー
ジ
ョ
ナ
ル
・
工
事
事
務
所
）
へ
の
河
川
課
の
設
置

河
川
行
政
の
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
開
催

（
新
河
川
法
の
必
要
性
提
言
）

河
川
法
（
水
法
の
修
正
案
）
の
草
稿
と

上
下
院
へ
の
草
案
の
提
出

IC
D
能

力
強

化
チ
ー

ム

キ
ー

ワ
ー

ド

D
PW

H
本
省
能
力
強
化
計
画
の
作
成

各
T/

A
内
容
、

PD
M
の
作
成

恒
久
化
の
省
令
の
公
布

設
立

(チ
ー

ム
長

,メ
ン
バ
ー

,役
割

及
び

予
算

等
)

A
ct

io
n 

Pl
an
の
改
訂

IC
C文

書
作
成

 ~
L/

A
ま
で
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協
力

項
目

名
前

活
動

投
入

0
.1

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

C
/
P
と

し
て

機
能

す
る

IC
D

チ
ー

ム
が

組
織

さ
れ

る
 *

0
.2

 F
C

S
E
C

の
機

能
が

維
持

さ
れ

る
、

恒
久

化
が

提
案

さ
れ

る
 *

0
.3

 治
水

計
画

策
定

の
た

め
P
S
・
F
C

S
E
C

の
職

員
が

積
極

的
に

活
動

す
る

0
.4

 各
T
/
A

及
び

D
P
W

H
の

能
力

強
化

の
た

め
の

A
c
ti
o
n
 P

la
n
が

  
  
 策

定
さ

れ
る

 *
0
.5

 地
方

事
務

所
に

河
川

担
当

の
技

術
者

が
配

置
さ

れ
る

 *
0
.6

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

事
業

が
開

始
さ

れ
る

1
.1

.1
 マ

ニ
ュ

ア
ル

に
実

際
の

河
川

計
画

の
具

体
例

を
示

す
  
  
  
 (
大

河
川

、
中

規
模

河
川

、
小

河
川

の
具

体
例

を
示

す
）

1
.1

.2
 大

規
模

・
中

規
模

河
川

の
重

点
地

区
対

策
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
  
  
  
 具

体
例

の
策

定
1
.1

.3
 地

域
・
工

事
事

務
所

職
員

へ
の

セ
ミ

ナ
ー

・
W

S
の

開
催

1
.2

.1
 河

川
計

画
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
成

（
現

在
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
へ

の
追

加
）

1
.2

.2
 潮

位
が

影
響

す
る

地
域

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
成

  
  
  
 （

現
在

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

へ
の

追
加

）
1
.2

.3
 地

域
・
工

事
事

務
所

職
員

へ
の

セ
ミ

ナ
ー

・
W

S
の

開
催

1
.3

.1
 治

水
事

業
に

お
け

る
便

益
計

算
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
策

定
1
.3

.2
 D

P
W

H
職

員
へ

の
セ

ミ
ナ

ー
・
W

S
の

開
催

2
0
1
3

2
.1

.1
 D

P
W

H
関

連
部

署
と

協
議

を
行

い
、

現
在

の
図

集
を

充
実

さ
せ

る
2
.1

.2
 図

集
に

追
加

す
べ

き
河

川
構

造
物

を
確

認
し

、
図

集
に

追
加

す
る

2
.1

.3
 D

P
W

H
関

連
部

署
と

協
議

を
行

い
、

図
集

を
オ

ー
ソ

ラ
イ

ズ
化

す
る

2
.1

.4
 地

域
・
工

事
事

務
所

職
員

へ
の

セ
ミ

ナ
ー

・
W

S
の

開
催

2
.2

.1
 各

地
域

事
務

所
に

お
け

る
現

在
の

治
水

構
造

物
例

を
収

集
す

る
2
.2

.2
 現

在
の

治
水

構
造

物
成

功
例

・
失

敗
例

を
収

集
す

る
2
.2

.3
 失

敗
例

に
お

け
る

そ
の

原
因

と
分

析
を

調
査

す
る

2
.2

.4
 上

記
の

調
査

を
と

り
ま

と
め

、
参

考
例

集
を

作
成

す
る

2
.2

.5
 参

考
例

集
の

改
訂

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

2
.2

.6
 地

域
・
工

事
事

務
所

職
員

へ
の

セ
ミ

ナ
ー

・
W

S
の

開
催

3
.1

.1
  
現

在
の

水
文

デ
ー

タ
数

・
収

集
シ

ス
テ

ム
の

確
認

と
整

理
3
.1

.2
  
新

た
な

水
文

デ
ー

タ
収

集
シ

ス
テ

ム
の

構
築

と
そ

の
提

案
3
.2

.1
  
D

P
W

H
職

員
へ

の
水

文
デ

ー
タ

重
要

性
の

認
識

・
啓

発
活

動
3
.2

.2
  
水

文
デ

ー
タ

収
集

記
録

シ
ス

テ
ム

に
係

る
経

費
の

捻
出

方
法

の
提

案

技
術

者
 A

 B
5
4
.0

M
/
M

2
0
1
0
-
2
0
1
4

N
o
te

 :
 

  
*
  
 : 

F
ir
st

 B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

 (
S
e
c
to

r 
L
o
an

 実
施

の
た

め
の

）
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

 *
*
D

 : 
S
e
c
o
n
d 

B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

コ
ン

デ
ィ

シ
ョ

ナ
リ

テ
ィ

（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

2
0
1
3
-
2
0
1
4

0
. プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
体

制
技

術
者

 A
: 河

川
計

画
3
.0

M
/
M

 : 
IC

D
組

織
化

2
0
1
0
-

1
.4

 地
域

・
工

事
事

務
所

に
河

川
課

が
設

置
さ

れ
る

 *
*
D

1
. D

P
W

H
の

主
要

な
職

員
が

  
  
河

川
治

水
計

画
の

M
/
P

、
F
/
S

　
　

の
策

定
方

法
の

知
識

を
更

に
  
  
充

実
し

、
様

々
な

河
川

の
  
  
計

画
を

実
施

・
指

導
で

き
る

  
  
よ

う
に

な
る

。

技
術

者
 A

: 河
川

計
画

6
.0

M
/
M

技
術

者
 B

: 気
象

変
動

6
.0

M
/
M

 : 
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
成

1
2
.0

M
/
M

 : 
セ

ミ
ナ

ー
・
W

S
等

技
術

者
 A

: 水
理

水
文

6
.0

M
/
M

2
.1

 F
C

S
E
C

作
成

の
河

川
構

造
  
  
 物

図
集

が
充

実
し

、
D

P
W

H
  
  
 内

で
標

準
化

す
る

。

想
定

実
施

時
期

2
0
1
1
-
2
0
1
3

2
0
1
3
-
2
0
1
4

表
3
.4

　
　

提
案

T
/
A

の
ワ

ー
ク

･ブ
レ

ー
ク

ダ
ウ

ン
･ス

ト
ラ

ク
チ

ャ
　

（
D

P
W

H
能

力
向

上
）

1
.3

 治
水

事
業

の
重

要
性

が
  
  
 認

識
さ

れ
る

技
術

者
 A

: 河
川

構
造

物
1
2
.0

M
/
M

: 図
集

・
参

考
例

 1
2
.0

M
/
M

: 改
定

マ
ニ

ュ
ア

ル
及

び
セ

ミ
ナ

ー
・
W

S

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

1
.  

D
P

W
H

の
治

水
能

力
向

上
支

援

2
.2

 成
功

例
・
失

敗
例

を
収

集
し

、
  
  
 参

考
例

図
集

が
作

成
さ

れ
  
  
 そ

の
改

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
  
  
 整

備
さ

れ
る

成
果

D
P

W
H

の
治

水
計

画
・
事

業
実

施
能

力
が

高
ま

り
、

安
全

な
国

土
開

発
の

基
礎

が
整

備
さ

れ
る

（
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
：
D

P
W

H
 (
P
/
S

, F
C

S
E
C

, B
O

D
及

び
B

R
S

）
及

び
ＩＣ

Ｄ
チ

ー
ム

(O
C

D
・
P
A

G
A

S
A

を
含

む
)）

1
.1

 河
川

計
画

系
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
  
  
 充

実

1
.2

 気
象

変
動

対
策

マ
ニ

ュ
ア

ル
  
  
 の

策
定

3
.1

 基
礎

的
水

文
デ

ー
タ

の
  
  
 収

集
シ

ス
テ

ム
が

構
築

す
る

3
.2

 D
P

W
H

職
員

が
基

礎
水

文
デ

  
  
 ー

タ
の

重
要

性
を

認
識

す
る

3
. 基

礎
的

水
文

デ
ー

タ
が

  
 フ

ィ
リ

ピ
ン

全
国

で
確

実
に

  
 記

録
さ

れ
、

治
水

計
画

の
策

定
  
 充

実
す

る

2
. D

P
W

H
の

主
要

な
職

員
が

  
  
河

川
治

水
構

造
物

の
知

識
を

　
　

更
に

充
実

し
、

様
々

な
河

川
  
  
構

造
物

の
計

画
・
設

計
を

  
  
実

施
・
指

導
で

き
る

  
  
よ

う
に

な
る

。

T - 3 - 4



協
力

項
目

名
前

活
動

投
入

0
.1

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

事
業

が
開

始
さ

れ
る

。
0
.2

 F
C

S
E
C

の
機

能
が

維
持

さ
れ

る
0
.3

 治
水

計
画

策
定

の
た

め
P

S
・
F
C

S
E
C

の
職

員
が

積
極

的
に

活
動

す
る

1
.1

.1
 対

象
構

造
物

・
対

象
災

害
の

再
確

認
1
.1

.2
 S

pe
c
ia

l 
A

c
c
o
u
n
tの

確
認

 *
1
.1

.3
 運

用
ル

ー
ル

案
の

再
確

認
（
優

先
度

含
む

）
1
.1

.4
 運

用
シ

ス
テ

ム
・
ル

ー
ル

案
の

最
終

決
定

1
.1

.5
 運

用
シ

ス
テ

ム
・
ル

ー
ル

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
成

1
.2

.1
 D

P
W

H
基

金
運

用
チ

ー
ム

(タ
ス

ク
フ

ォ
ー

ス
)結

成
支

援
1
.2

.2
 F

C
S
E
C

作
成

の
維

持
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
基

金
運

用
の

た
め

の
  
  
  
 修

正
検

討
1
.2

.3
 河

川
構

造
物

評
価

価
値

・
償

却
の

考
え

方
の

検
討

1
.2

.4
 河

川
管

理
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

基
金

運
用

の
た

め
の

修
正

検
討

1
.2

.5
 運

用
チ

ー
ム

へ
の

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

説
明

・
会

議
・
W

/
S
の

開
催

2
.1

.1
 説

明
方

法
の

策
定

2
.1

.2
 説

明
支

援
2
.2

.1
 各

事
務

所
の

河
川

台
帳

の
作

成
支

援
2
.2

.2
 各

事
務

所
の

提
出

河
川

台
帳

の
確

認
 *

*
I 
(5

0
%
以

上
実

施
)

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 *

*
*
I 
(1

0
0
%
以

上
実

施
）

2
.2

.3
 河

川
台

帳
の

保
存

・
改

定
方

法
の

検
討

と
関

連
機

関
へ

の
説

明
3
.1

.1
 被

害
報

告
書

の
確

認
3
.1

.2
 D

R
F
の

運
用

へ
の

河
川

台
帳

の
利

用
 *

*
*
D

3
.1

.3
 被

害
報

告
書

の
作

成
の

実
施

指
導

支
援

3
.2

.1
 被

害
調

査
・
評

価
・
復

旧
計

画
策

定
支

援
3
.2

.2
 復

旧
費

用
の

算
定

支
援

3
.2

.3
 復

旧
工

事
の

記
録

4
.1

.1
 明

確
に

な
っ

た
被

災
原

因
か

ら
の

河
川

構
造

物
設

計
の

見
直

し
4
.1

.2
 マ

ニ
ュ

ア
ル

・
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
の

見
直

し
の

提
言

4
.2

.1
 被

災
原

因
等

を
図

集
参

考
例

に
記

載
す

る
4
.2

.2
 被

災
原

因
か

ら
図

集
見

直
し

及
び

留
意

事
項

の
記

述
を

検
討

す
る

4
.2

.3
 図

集
及

び
参

考
例

を
改

定
す

る
 *

*
D

4
.3

.1
 D

R
F
運

用
の

シ
ス

テ
ム

（
IR

R
）
が

改
善

さ
れ

る
 *

*
D

2
0
1
3

4
.3

.2
 D

R
F
の

運
用

の
継

続
化

が
確

認
さ

れ
る

 *
*
*
I

2
0
1
5

技
術

者
 A

: 
河

川
計

画
・
構

造
物

6
6
.0

M
/
M

 (
暫

定
）

2
0
1
0
-
2
0
1
6

N
o
te

 :
 

  
*
  

 :
 F

ir
st

 B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

 (
S
e
c
to

r 
L
o
an

 実
施

の
た

め
の

）
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

 *
*
D

 :
 S

e
c
o
n
d 

B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

コ
ン

デ
ィ

シ
ョ

ナ
リ

テ
ィ

（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

*
*
*
D

 :
 T

h
ir
d 

B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

コ
ン

デ
ィ

シ
ョ

ナ
リ

テ
ィ

（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

 *
*
I 
 :
 S

e
c
o
n
d 

B
at

c
h
建

設
実

施
の

た
め

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

*
*
*
I 
 :
 T

h
ir
d 

B
at

c
h
建

設
実

施
の

た
め

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

2
0
1
3
-
1
5

実
際

の
工

事
は

円
借

款
事

業
内

で
実

施
す

る

2
0
1
3
-
2
0
1
5

2
. 
緊

急
対

応
基

金
の

運
用

  
 シ

ス
テ

ム
が

D
P

W
H

全
体

で
  
 認

識
さ

れ
る

2
.2

 運
用

シ
ス

テ
ム

に
必

要
な

  
  
 基

礎
資

料
を

各
事

務
所

が
  
  
 作

成
す

る

技
術

者
 A

: 
河

川
計

画
・
構

造
物

6
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

項
目

3
と

同
時

に
実

施
4
. 
基

金
運

用
に

よ
っ

て
  
 得

ら
れ

た
知

識
が

河
川

行
政

に
  

 フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
さ

れ
る

4
.3

 D
R

F
の

運
用

の
継

続
が

  
  
 確

認
さ

れ
る

想
定

実
施

時
期

2
0
1
0
-

2
0
1
0
-
2
0
1
1

2
0
1
1
-
2
0
1
6

表
3
.5

　
　

提
案

T
/
A

の
ワ

ー
ク

･ブ
レ

ー
ク

ダ
ウ

ン
･ス

ト
ラ

ク
チ

ャ
　

（
緊

急
対

応
基

金
）

4
.2

 河
川

構
造

物
図

集
が

充
実

  
  
 す

る

3
.1

 災
害

被
害

報
告

に
デ

ー
タ

  
  
 ベ

ー
ス

が
利

用
さ

れ
る

技
術

者
 A

: 
河

川
計

画
・
構

造
物

1
2
.0

M
/
M

技
術

者
 A

: 
河

川
計

画
・
構

造
物

4
8
.0

M
/
M

 (
暫

定
）

2
.1

 基
金

運
用

シ
ス

テ
ム

を
全

て
の

  
  
 D

P
W

H
機

関
に

広
め

る

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

2
. 
 緊

急
対

応
基

金
の

運
用

の
た

め
の

制
度

整
備

及
び

運
用

支
援

成
果

0
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
体

制
投

入
無

し
（
借

款
事

業
で

対
応

）

D
P

W
H

が
緊

急
対

応
基

金
の

終
了

後
も

河
川

構
造

物
を

で
き

る
だ

け
健

全
に

維
持

す
る

た
め

の
維

持
管

理
費

の
予

算
を

確
保

す
る

（
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
: 
D

P
W

H
 (

P
/
S
, 
F
C

S
E
C

, 
B

O
M

)）

1
.1

 運
用

ル
ー

ル
が

策
定

さ
れ

る

1
. 
緊

急
対

応
基

金
の

運
用

  
 シ

ス
テ

ム
が

策
定

さ
れ

る

1
.2

 運
用

シ
ス

テ
ム

の
た

め
の

基
  
  
 礎

が
D

P
W

H
で

整
備

さ
れ

る

3
.2

 災
害

復
旧

計
画

が
適

正
に

  
  
 実

施
さ

れ
る

3
. 
緊

急
対

応
基

金
が

  
  
被

災
し

た
河

川
構

造
物

の
  
  
た

め
健

全
に

運
用

さ
れ

る

4
.1

 河
川

構
造

物
設

計
  
  
 マ

ニ
ュ

ア
ル

が
改

良
さ

れ
る

T - 3 - 5

*



協
力

項
目

名
前

活
動

投
入

0
.1

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

事
業

実
施

河
川

（
地

区
）
候

補
が

決
定

す
る

。
0
.2

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

事
業

実
施

の
た

め
の

C
o
n
di

ti
o
n
al

it
yが

整
う

。
 *

0
.3

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

事
業

が
開

始
さ

れ
る

。
0
.4

 治
水

計
画

策
定

の
た

め
P

S
・
F
C

S
E
C

の
職

員
が

積
極

的
に

活
動

す
る

1
.1

 非
構

造
物

対
策

の
種

類
・
役

割
・
策

定
手

法
を

示
す

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

作
成

 *
*
D

1
.2

 必
要

時
に

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

改
訂

を
行

う
。

2
.1

.1
 治

水
事

業
対

象
流

域
に

洪
水

対
策

委
員

会
が

設
立

さ
れ

る
 *

 *
*
D

 *
*
*
D

-
2
0
1
0
-
2
0
1
3

2
.1

.2
 洪

水
の

形
態

・
特

質
の

確
認

さ
れ

る
。

2
.1

.3
 流

域
に

合
わ

せ
た

支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

決
定

す
る

2
.1

.4
 非

構
造

物
対

策
の

重
要

性
の

関
係

者
へ

認
識

活
動

の
実

施
3
.1

.1
 水

位
観

測
位

置
、

雨
量

観
測

位
置

を
決

定
す

る
3
.1

.2
 水

位
観

測
方

法
、

雨
量

観
測

方
法

を
決

定
す

る
3
.2

.1
 各

行
動

計
画

水
位

（
注

意
・
警

報
・
避

難
）
及

び
雨

量
を

決
定

す
る

3
.2

.2
 各

行
動

計
画

水
位

及
び

雨
量

と
避

難
方

法
を

決
定

す
る

3
.2

.3
 非

難
対

象
住

民
の

決
定

と
避

難
方

法
の

公
布

・
周

知
4
.1

.1
  

C
o
lle

c
ti
n
g 

da
ta

（
基

礎
情

報
の

確
認

)
4
.1

.2
  

市
町

レ
ベ

ル
の

想
定

洪
水

氾
濫

マ
ッ

プ
の

作
成

・
周

知
・
公

布
4
.2

.1
  

対
象

バ
ラ

ン
ガ

イ
の

選
定

4
.2

.2
  

避
難

所
の

選
定

4
.2

.3
  

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
案

の
作

成
4
.2

.4
  

地
図

講
習

の
準

備
4
.2

.5
  

対
象

バ
ラ

ン
ガ

イ
へ

の
地

図
講

習
の

実
施

4
.3

.1
  

現
場

踏
査

の
実

施
4
.3

.2
  

セ
ミ

ナ
ー

・
訓

練
準

備
4
.3

.3
  

対
象

バ
ラ

ン
ガ

イ
へ

の
セ

ミ
ナ

ー
と

避
難

訓
練

の
実

施
4
.3

.4
  

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
の

修
正

・
改

訂
4
.4

.1
  

洪
水

被
害

軽
減

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

作
成

4
.4

.2
  

洪
水

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
に

関
す

る
ト

レ
ー

ナ
ー

養
成

訓
練

の
実

施
5
.1

.1
  

危
険

区
域

の
確

認
・
規

制
方

法
の

検
討

実
施

支
援

5
.1

.2
  

土
地

利
用

計
画

改
訂

案
の

作
成

5
.2

.1
  

早
期

洪
水

警
報

シ
ス

テ
ム

と
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

、
避

難
シ

ス
テ

ム
の

　
　

　
　

策
定

方
針

、
策

定
内

容
の

と
り

ま
と

め
、

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

改
善

・
改

訂
*
*
*
D

5
.2

.2
  

防
災

計
画

(案
)(

今
後

の
方

針
・
手

法
・
各

関
連

機
関

の
役

割
等

)の
策

定
6
.1

.1
  

訓
練

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

開
発

6
.1

.2
  

ト
レ

ー
ナ

ー
養

成
訓

練
6
.2

.1
  

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
の

実
施

6
.2

.2
  

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

レ
ベ

ル
で

の
植

樹
・
ゴ

ミ
拾

い
活

動
実

施
支

援
簡

易
な

観
測

機
器

: 
1
式

技
術

者
 A

: 
治

水
計

画
等

3
.0

M
/
M

+
1
0
.0

M
/
M

xバ
ッ

チ
2
0
1
3
-
2
0
1
6

N
o
te

 :
 

  
*
  

 :
 F

ir
st

 B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

 (
S
e
c
to

r 
L
o
an

 実
施

の
た

め
の

）
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

*
*
D

 :
 S

e
c
o
n
d 

B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

コ
ン

デ
ィ

シ
ョ

ナ
リ

テ
ィ

（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

*
*
*
D

 :
 T

h
ir
d 

B
at

c
h
実

施
の

た
め

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

 *
*
I 
 :
 S

e
c
o
n
d 

B
at

c
h
建

設
実

施
の

た
め

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

*
*
*
I 
 :
 T

h
ir
d 

B
at

c
h
建

設
実

施
の

た
め

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

2
0
1
4
-
2
0
1
6

2
. 
各

流
域

に
合

わ
せ

た
、

  
  
重

要
対

策
案

が
  
  
決

定
さ

れ
る

2
.1

 対
策

案
の

策
定

、
  
  
 支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
作

成

2
0
1
4
-
2
0
1
6

2
0
1
4
-
2
0
1
6

2
0
1
4
-
2
0
1
6

2
0
1
4
-
2
0
1
6

6
.1

 河
川

美
化

活
動

の
た

め
の

  
  
 基

礎
が

確
立

す
る

技
術

者
 A

: 
防

災
計

画
2
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

技
術

者
 A

: 
治

水
計

画
1
.5

M
/
M

 x
 対

象
地

区

想
定

実
施

時
期

2
0
1
0
-
2
0
1
1

2
0
1
3

2
0
1
4
-
2
0
1
8

2
0
1
4
-
2
0
1
6

表
3
.6

　
　

提
案

T
/
A

の
ワ

ー
ク

･ブ
レ

ー
ク

ダ
ウ

ン
･ス

ト
ラ

ク
チ

ャ
　

（
非

構
造

物
対

策
）

3
.1

 水
位

観
測

所
、

  
  
 雨

量
観

測
シ

ス
テ

ム
が

整
う

対
象

地
域

の
非

構
造

物
対

策
活

動
が

充
実

し
、

洪
水

の
被

害
が

軽
減

す
る

（
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
：
F
C

S
E
C

、
O

C
D

、
P

A
G

A
S
A

及
び

対
象

L
G

U
s）

投
入

無
し

（
借

款
事

業
で

対
応

）

簡
易

な
水

位
観

測
機

器
: 
1
式

簡
易

な
雨

量
観

測
機

器
: 
1
式

技
術

者
 A

: 
治

水
計

画
2
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

技
術

者
 A

: 
治

水
計

画
1
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

技
術

者
 A

: 
治

水
計

画
2
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

4
.3

 被
害

を
受

け
や

す
い

地
区

に
お

  
  
 け

る
、

避
難

訓
練

が
実

施
さ

れ
  
  
 全

て
の

住
民

が
マ

ッ
プ

を
持

ち
、

  
  
 避

難
方

法
が

解
る

よ
う

に
な

る
。

4
.4

 被
害

を
被

害
地

区
に

ﾊ
ｻ

ﾞｰ
ﾄﾞ

ﾏ
ｯ

ﾌ
ﾟ改

訂
ｼ
ｽ

ﾃ
ﾑ

が
構

築
さ

れ
る

。

4
. 
洪

水
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

が
  
  
作

成
さ

れ
、

洪
水

避
難

  
  
シ

ス
テ

ム
が

確
立

す
る

技
術

者
 A

: 
治

水
計

画
1
.5

M
/
M

 x
 対

象
地

区

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

3
. 
 非

構
造

物
対

策
の

実
施

支
援

6
.2

 河
川

美
化

活
動

を
行

う

成
果

0
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
体

制

1
. 
一

般
的

な
非

構
造

物
対

策
の

た
め

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

が
策

定
さ

れ
る

技
術

者
 A

: 
治

水
計

画
3
.0

M
/
M

6
. 
河

川
美

化
活

動
が

活
発

に
  
  
実

施
さ

れ
る

よ
う

に
な

る

3
.2

 警
報

シ
ス

テ
ム

を
構

築
す

る
3
. 
早

期
洪

水
警

報
  
  
シ

ス
テ

ム
が

開
始

さ
れ

る

4
.1

 市
町

レ
ベ

ル
の

、
想

定
洪

水
  
  
 氾

濫
マ

ッ
プ

が
作

成
さ

れ
る

4
.2

 被
害

を
受

け
や

す
い

地
区

に
  
  
 お

け
る

、
詳

細
な

洪
水

ハ
ザ

  
  
 ー

ド
マ

ッ
プ

案
が

作
成

さ
れ

る

5
.1

 想
定

氾
濫

図
を

基
に

土
地

利
  
  
 用

計
画

(案
)が

作
成

さ
れ

る
5
. 
都

市
計

画
へ

の
防

災
の

  
 主

流
化

が
進

む
5
.2

 対
象

市
町

に
お

い
て

防
災

  
  
 計

画
(案

)が
策

定
さ

れ
る

T - 3 - 6

*
*
I

*
*
*
I



協
力

項
目

名
前

活
動

投
入

0
.1

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

C
/
P

と
し

て
機

能
す

る
IC

D
チ

ー
ム

が
組

織
さ

れ
る

 *
0
.2

 治
水

計
画

策
定

の
た

め
P

S
・
F
C

S
E
C

の
職

員
が

積
極

的
に

活
動

す
る

0
.3

 河
川

改
修

実
施

の
た

め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

が
準

備
さ

れ
る

 *
0
.4

 河
川

改
修

実
施

の
た

め
の

標
準

協
定

書
（
M

O
A

)が
公

布
さ

れ
る

 *
0
.5

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

事
業

が
開

始
さ

れ
る

1
.1

.1
 現

在
の

関
連

機
関

河
川

行
政

の
役

割
の

仕
組

み
の

整
理

1
.1

.2
 現

在
の

仕
組

み
・
制

度
に

お
け

る
問

題
点

の
整

理
1
.2

.1
 問

題
点

を
解

決
す

る
た

め
の

方
向

性
の

検
討

1
.2

.2
 関

連
機

関
と

の
ヒ

ア
リ

ン
グ

・
会

議
1
.2

.3
 関

連
機

関
と

の
合

同
会

議
・
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

 *
*
D

2
.1

.1
 各

国
の

河
川

法
の

収
集

と
そ

の
特

質
の

整
理

2
.1

.2
 河

川
行

政
か

ら
見

た
フ

ィ
国

の
水

資
源

管
理

問
題

の
整

理
2
.1

.3
 現

在
の

フ
ィ

国
の

法
制

度
と

そ
の

問
題

点
の

整
理

2
.2

.1
 新

た
に

必
要

な
法

制
度

内
容

の
検

討
2
.2

.2
 関

連
機

関
と

の
新

た
な

法
制

度
作

り
に

向
け

た
会

議
2
.2

.3
 新

た
な

法
制

度
に

向
け

た
関

連
機

関
と

の
セ

ミ
ナ

ー
開

催
2
.2

.4
 新

し
い

法
制

度
（
河

川
法

）
の

提
案

 *
*
*
D

2
0
1
4

3
.1

.1
 「

非
構

造
物

対
策

の
実

施
支

援
」
へ

の
助

言
・
指

導
・
監

督
3
.1

.2
 「

D
P

W
H

の
能

力
向

上
支

援
」
へ

の
助

言
・
指

導
・
監

督
3
.1

.3
 「

緊
急

対
応

基
金

の
運

用
」
へ

の
助

言
・
指

導
・
監

督
3
.1

.4
 「

維
持

管
理

資
金

の
財

源
・
方

法
助

言
」
へ

の
助

言
・
指

導
・
監

督
3
.2

 治
水

効
果

が
認

識
さ

れ
る

3
.2

.1
 セ

ク
タ

ー
ロ

ー
ン

に
お

け
る

個
別

事
業

の
実

施
後

の
効

果
発

現
調

査
4
.1

.1
  

各
国

の
気

候
変

動
対

策
を

収
集

・
整

理
す

る
4
.1

.2
  

最
新

の
気

候
変

動
研

究
成

果
の

収
集

と
そ

の
整

理
4
.1

.3
  

関
連

技
術

者
へ

の
気

候
変

動
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

4
.2

.1
  

フ
ィ

国
に

お
け

る
気

候
変

動
現

象
の

収
集

・
資

料
整

理
4
.2

.2
  

フ
ィ

国
に

お
け

る
気

候
変

動
対

策
の

検
討

4
.2

.3
  

関
連

技
術

者
へ

の
気

候
変

動
対

策
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

技
術

者
 A

5
-
8
年

継
続

的
に

実
施

N
o
te

 :
 

  
*
  

 :
 F

ir
st

 B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

 (
S
e
c
to

r 
L
o
an

 実
施

の
た

め
の

）
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

 *
*
D

 :
 S

e
c
o
n
d 

B
at

c
h
 D

/
D

 実
施

の
た

め
の

コ
ン

デ
ィ

シ
ョ

ナ
リ

テ
ィ

（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

*
*
*
D

 :
 T

h
ir
d 

B
at

c
h
実

施
の

た
め

の
コ

ン
デ

ィ
シ

ョ
ナ

リ
テ

ィ
（
C

o
o
pe

ra
ti
ve

 A
gr

e
e
m

e
n
t)

2
. 
河

川
法

整
備

の
必

要
性

が
  
  
関

連
機

関
で

認
識

さ
れ

る
2
.2

 河
川

行
政

の
た

め
の

  
  
 必

要
な

法
制

度
と

そ
の

内
容

  
  
 の

整
理

技
術

者
 A

長
期

専
門

家
と

し
て

D
P

W
H

を
中

心
に

左
記

の
活

動
を

継
続

し
て

実
施

す
る

（
想

定
期

間
：
5
-
8
年

）

0
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
体

制
技

術
者

 A
: 
河

川
計

画
3
.0

M
/
M

 :
 I
C

D
組

織
化

5
.2

 よ
り

最
適

な
河

川
改

修
実

施
の

た
め

に
協

定
書

が
改

訂
さ

れ
る

 *
*
*
D

想
定

実
施

時
期

2
0
1
0
-
2
0
1
1

2
0
1
2
-
2
0
1
3

2
0
1
0
-
2
0
1
1

2
0
1
0
-

2
0
1
4
-
2
0
1
5

2
0
1
2
-
2
0
1
8

2
0
1
2
-
2
0
1
8

2
0
1
0
-
2
0
1
8

表
3
.7

　
　

提
案

T
/
A

の
ワ

ー
ク

･ブ
レ

ー
ク

ダ
ウ

ン
･ス

ト
ラ

ク
チ

ャ
　

（
河

川
管

理
）

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

4
. 
 河

川
管

理
の

た
め

の
法

的
制

度
作

り
の

た
め

の
助

言

4
.2

 フ
ィ

国
に

お
け

る
気

候
変

動
  
  
 対

策
の

早
期

実
施

が
認

識
  
  
 さ

れ
る

4
. 
気

候
変

動
対

策
の

早
期

  
 実

施
の

必
要

性
が

フ
ィ

国
に

  
 お

い
て

認
識

さ
れ

る

成
果

1
. 
フ

ィ
国

内
の

河
川

行
政

の
  
  
統

一
化

・
協

力
体

制
の

  
  
重

要
性

が
認

識
さ

れ
る

。
1
.2

 今
後

の
河

川
行

政
の

方
向

性
  
  
 が

関
連

機
関

で
  
  
 共

有
さ

れ
る

1
.1

 現
在

の
河

川
行

政
の

問
題

  
  
 が

認
識

さ
れ

る

2
.1

 フ
ィ

国
に

お
け

る
  
  
 法

制
度

の
問

題
点

が
  
  
 明

ら
か

に
な

る

フ
ィ

国
に

お
け

る
河

川
行

政
能

力
が

向
上

す
る

（
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
: 
D

P
W

H
(P

/
S
),
 D

E
N

R
(R

B
C

O
/
N

W
R

B
),
 O

C
D

, 
N

E
D

A
)

4
.1

 地
球

規
模

に
お

け
る

  
  
 気

候
変

動
の

最
新

情
報

  
  
 及

び
対

策
が

認
識

さ
れ

る

3
.1

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
を

中
心

と
  
  
 し

た
各

関
連

活
動

の
指

導
・

  
  
 監

督
を

行
う

3
. 
セ

ク
タ

ー
ロ

ー
ン

を
中

心
に

  
 D

P
W

H
の

治
水

行
政

が
  
 強

化
さ

れ
、

フ
ィ

国
の

治
水

  
 能

力
が

向
上

す
る

5
. 
治

水
事

業
の

重
要

性
の

認
識

  
  
を

関
連

機
関

関
係

者
が

持
つ

5
.1

 D
P

W
H

職
員

へ
の

各
セ

ミ
ナ

ー
を

通
し

た
治

水
事

業
の

重
要

性
の

認
識

強
化

5
.3

 関
連

機
関

職
員

へ
の

各
セ

ミ
ナ

ー
を

通
し

た
治

水
事

業
の

重
要

性
の

認
識

強
化
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協
力

項
目

名
前

活
動

投
入

0
.1

 セ
ク

タ
ー

ロ
ー

ン
の

事
業

が
開

始
さ

れ
る

。
投

入
無

し
（
借

款
事

業
で

対
応

）
2
0
1
0
-

1
.1

.1
 各

治
水

事
業

対
象

自
治

体
の

財
政

状
況

の
確

認
1
.1

.2
 各

治
水

事
業

対
象

自
治

体
の

予
算

配
分

の
確

認
1
.1

.3
 フ

ィ
国

に
お

け
る

自
治

体
が

確
保

す
る

河
川

構
造

物
維

持
管

理
に

  
  
  
 利

用
す

る
予

算
の

確
認

（
サ

ン
プ

ル
調

査
）

1
.2

.1
 治

水
に

よ
る

便
益

の
調

査
・
確

認

1
.2

.2
 想

定
さ

れ
る

便
益

と
自

治
体

と
の

関
係

の
明

確
化

1
.3

.1
 可

能
な

財
源

取
得

方
法

の
検

討
1
.3

.2
 対

象
自

治
体

関
係

者
と

の
協

議
1
.3

.3
 フ

ィ
国

内
法

律
専

門
家

と
の

協
議

1
.3

.3
 市

条
例

案
の

作
成

1
.3

.4
 関

連
機

関
と

の
協

議
・
セ

ミ
ナ

ー
開

催
2
.1

.1
 各

対
象

自
治

体
で

実
施

・
提

案
し

た
財

源
方

法
の

整
理

2
.1

.2
 治

水
事

業
実

施
後

の
自

治
体

維
持

管
理

財
源

取
得

  
  
  
 マ

ニ
ュ

ア
ル

案
の

作
成

2
.2

.1
  

フ
ィ

国
関

連
中

央
機

関
へ

の
セ

ミ
ナ

ー
開

催

2
.2

.2
  

フ
ィ

国
内

地
方

自
治

体
へ

の
セ

ミ
ナ

ー
開

催

3
.1

.1
 自

治
体

へ
の

維
持

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

紹
介

・
指

導
3
.1

.2
 河

川
管

理
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
作

成
支

援
3
.2

.1
 各

建
設

構
造

物
の

必
要

な
維

持
管

理
経

費
と

そ
の

頻
度

の
検

討
3
.2

.2
 予

算
、

頻
度

及
び

重
要

度
よ

り
各

維
持

管
理

作
業

の
デ

マ
ケ

の
検

討
3
.2

.3
 M

O
A

締
結

支
援

3
.3

.1
 各

自
治

体
に

合
わ

せ
た

維
持

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
の

改
訂

3
.3

.2
 実

際
の

維
持

管
理

作
業

O
J
T
の

実
施

4
.1

.1
 洪

水
対

策
事

業
に

お
け

る
様

々
な

治
水

計
画

の
紹

介
4
.1

.2
 治

水
事

業
の

便
益

の
紹

介
4
.2

.1
 F

C
S
E
C

策
定

の
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
も

と
に

し
た

排
水

改
善

計
画

の
紹

介
4
.2

.2
 排

水
計

画
・
構

造
物

計
画

の
O

J
T
研

修
の

実
施

技
術

者
 A

: 
経

済
・
法

制
度

9
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区
技

術
者

 B
: 
河

川
維

持
管

理
4
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

2
0
1
6
-
2
0
1
9

2
0
1
7
-
2
0
1
9

2
0
1
7
-
2
0
1
9

想
定

実
施

時
期

2
0
1
6
-
2
0
1
8

2
0
1
6
-
2
0
1
8

2
0
1
6
-
2
0
1
8

表
3
.8

　
　

提
案

T
/
A

の
ワ

ー
ク

･ブ
レ

ー
ク

ダ
ウ

ン
･ス

ト
ラ

ク
チ

ャ
　

（
維

持
管

理
資

金
と

排
水

路
改

善
）

4
.2

 L
G

U
が

治
水

排
水

計
画

を
  
  
 習

得
す

る

技
術

者
 B

: 
河

川
維

持
管

理
/

  
  
  
  
  
  
河

川
排

水
計

画
2
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

技
術

協
力

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

5
. 
 維

持
管

理
資

金
の

財
源

・
そ

の
収

集
方

法
の

助
言

と
L
G

U
管

理
の

排
水

路
改

善
支

援

1
.3

 新
た

な
市

の
財

源
取

得
  
  
 方

法
が

提
案

さ
れ

る

2
.1

 維
持

管
理

資
金

財
源

取
得

  
  
 マ

ニ
ュ

ア
ル

が
作

成
さ

れ
る

成
果

0
. 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
体

制

1
. 
各

自
治

体
に

合
わ

せ
た

  
 維

持
管

理
資

金
の

財
源

が
  
 提

案
さ

れ
る

1
.1

 現
在

の
治

水
事

業
実

施
対

象
  
  
 各

自
治

体
の

財
政

状
況

及
び

  
  
 予

算
分

配
が

確
認

さ
れ

る

各
自

治
体

が
治

水
事

業
実

施
後

に
建

設
構

造
物

の
維

持
管

理
費

用
を

捻
出

し
、

治
水

効
果

を
永

続
さ

せ
る

こ
と

が
で

き
る

と
と

も
に

L
G

U
管

理
の

排
水

路
が

改
善

さ
れ

、
雨

水
排

水
が

改
善

さ
れ

る
（
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
: 
D

IL
G

及
び

F
C

S
E
C

）

3
.3

 適
正

な
維

持
管

理
が

実
施

  
  
 さ

れ
る

技
術

者
 A

: 
経

済
・
法

制
度

3
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

技
術

者
 B

: 
河

川
維

持
管

理
/

  
  
  
  
  
  
河

川
排

水
計

画
2
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

技
術

者
 A

: 
経

済
・
法

制
度

3
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区

技
術

者
 A

: 
経

済
・
法

制
度

3
.0

M
/
M

 x
 対

象
地

区
2
.2

 制
定

（
提

案
）
さ

れ
た

治
水

  
  
 構

造
物

維
持

管
理

の
た

め
の

  
  
 財

源
取

得
方

法
が

フ
ィ

国
内

  
  
 に

お
い

て
周

知
さ

れ
る

。

2
. 
実

施
治

水
対

策
及

び
そ

の
  
 自

治
体

固
有

が
持

つ
  
 特

質
ご

と
の

可
能

性
あ

る
  
 維

持
管

理
資

金
財

源
取

得
  
 マ

ニ
ュ

ア
ル

が
作

成
さ

れ
  
 周

知
さ

れ
る

4
.1

 治
水

事
業

の
重

要
性

が
  
  
 L

G
U

に
認

識
さ

れ
る

4
. 
L
G

U
が

治
水

の
重

要
性

を
  
 認

識
し

責
任

を
持

つ
排

水
路

の
  
 治

水
能

力
が

高
ま

る

3
.1

 自
治

体
が

維
持

管
理

  
  
 マ

ニ
ュ

ア
ル

を
熟

知
す

る
3
. 
治

水
事

業
対

象
自

治
体

が
  
 D

P
W

H
と

維
持

管
理

に
関

す
る

  
 適

切
な

M
O

A
を

締
結

し
、

維
持

  
 管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
熟

知
し

、
  
 適

正
な

維
持

管
理

を
  
 実

施
す

る

1
.2

 治
水

に
よ

っ
て

自
治

体
が

  
  
 享

受
す

る
便

益
が

評
価

  
  
 さ

れ
る

3
.2

 D
P

W
H

と
自

治
体

が
適

切
な

  
  
 M

O
A

を
締

結
す

る
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Fund
*1

Prioriti-
zation River name Region

Basin
Area
(km2)

Project Cost
(mil. Pesos)

Project Term
(year, phase)

L
V
M
*2

Classifi-
cation

*3

表 4.1  対象河川ロングリスト

VI
III

*2
L: Luzon
V: Visayas
M: Mindanao

*3:
M:  Major River Basin
P:    Principal River Basin
O:   Other River Basin
(D): Vulnerable Basin to flood damage

M

1,307
132
868
163

L
V
M

413
131
25
412

279
421

1,010
1,400
255
666

1,762
1,898
483
102

917
126
10
187

84
154

2,311
20,673

4,951
994

8,122
1,023

27,743
5,722
2,162
1,992

M
M
L
L

M
V

M
L

M

L
L

L

V
M

V
L

L
V

L

L

L

M
L

V

L

M

M

L

V
L

822
L
L
M

30 MATALING 109420ARMM

527

214

681

357
117

676

5yrs

5yrs

5yrs

359 5yrs
5yrs

5yrs

5yrs

5yrs

5yrs

5yrs

5yrs

5yrs

5yrs
5yrs

5yrs

23 DUNGCAAN(PAGBANGANAN) 176
BAUANG

SIBUGUEY

YAWA/BASUD/QUIRANGAY(LEGAZPI CITY)

ABULUG

SINOCALAN/MAROSOY(DAGUPAN)

20
ARINGAY
TALOMO

24

17
18

16

3
2

15

10

22

1

21

28

25

24

V
L

M

V
M
M

DAGUITAN-MARABONG 308

89

794 5yrs

5yrs

LIPADAS

BALETE
BAGO 5yrs595

259

5yrs

5yrs

475
32

5yrs

5yrs

9,014
2,493
2,984ABRA

1,370
2,766

2,434
656

21,856

L

M

O(D)

M

5yrs x 4phs

L
L5yrs

5yrs
L
L

5yrs x 4phs

M

L

M

V

L5yrs
5yrs

680

5yrs

5yrs x 2phs
5yrs x 2phs

5yrs x 3phs
5yrs x 4phs
5yrs x 4phs

5yrs x 4phs

5yrs
5yrs

5yrs

5yrs

5yrs

5yrs
5yrs

5yrs x 3phs

5yrs

5yrs x 4phs

5yrs
5yrs

2,377

3,517

433

540
82

483

479
366

980

1,369

13,469

2,169
2,989

3,890

2,563

2,318

2,368

12,095

2,260

3,161

6,068
7,180

1,638
11,850
52,826
15,870

SAN JUAN
UPPER MARIKINA 515

90
NCR, IV-A

NCR
3,249

31,715

2,013

IPONAN

JALAUR

TUMAGA

PATALAN/CAYANGA/ANGALACAN

KINANLIMAN(REAL-1)

UPSTREAM of PAMPANGA(include RIO CHOCO)

IMUS

AMBURAYAN

MALUPA-DIAN(AGUANG)
DONSOL/MANLATO

DINAGGASAN(CATARMAN-1S)
GUINABASAN

BUAYAN-MALUNGUN

TAGUM-LIBUGANON

TAGOLOAN
AGUS/BUAYAN
AGOS

TUGANAY

SANTA RITA/KALAKLAN(OLONGAPO CITY)

AKLAN

MANDALAGAN(BACOLOD CITY)

ANGAT

EAST MANGAHAN

PANAY/MAMBUSAO
MEYCAUAYAN

UPSTREAM of AGNO (include AMBAYAWAN, BANILA)

MINDANAO
NANGALISAN/BAGGAO-PARED(CAGAYAN)

ILOG-HILABANGAN

KABILUGAN/VELASCO/BATO LAKE(BICOL) 2,999

UPPER AGUSAN

DAVAO

CEBU/MANDAWE 241
1,745

GUAGUA 1,605

747
112

1,534

TAGO

5

5
4

8

10

14
15

9

13

23

4

1

3
2

9

11

19

22
21

7

16

7
8

14

11

510

292
473

577
1,365
361

5yrs
5yrs

5yrs

214

280

M

P(D)

5yrs
L

358
5yrs

198

P(D)

P

P
P

P
O

P

P

SILWAY-POPONG-SINAUAL(POLOMOLOK) 406 5yrs
728 5yrs

P

25 CAGAYAN DE ORO

Lo
ca

l

12

6

13

26 CAGURAY
27 PAMPLONA 698II, CAR

29 LAKE_MAINIT-TUBAY XIII

P

P

M

P(D)

O(D)

P(D)

M

O
O

M

P

5yrs

5yrs

P

P(D)
P

O(D)
P(D)

P(D)

M

M

P(D)

M

P(D)

O(D)

P(D)
M

M

O(D)

M

P(D)

M
O(D)

P(D)

M

P(D)

P(D)

M

P

M
P

P(D)

P

P

P

P

Fo
re

ig
n

Note:  *1:
Locally-Funded Project:        (Project Cost) < 1 bil Pesos
Foreign Assisted Project:    (Project Cost) > 1 bil Pesos

17

26

6

12

18

19

20

Exceptional Rivers
Iloilo (PhaseⅡ)
Dinalupihan-Hermosa-Lubao

IV-A, NCR
III, NCR

VI
XII, ARMM

II, CAR
I

VI, VII
XI
V
III
VII
XI

VI
XI

I, CAR
IV-A

XI
III

I, CAR
XIII

CAR, II
I, CAR

IX
III
V

IV-A
VI
X

ARMM, X
IV-A

III
VI

X
I, CAR

XI, XII
IX
III
V

VIII

I, CAR
CAR, I

VIII
XII
X

IV-B

IV-B
VI
XI
XI

VII
X
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*2

6
U

ps
tre

am
 o

f A
gn

o 
(P

ha
se

 II
I)

5,
72

2
I

D
on

e
1,

76
5

1,
50

0
V

ill
as

is
, R

os
al

es
, A

si
ng

an
, S

an
M

an
ue

l
18

Im
us

11
2

IV
-A

D
on

e
1,

98
3

1,
19

0
B

ac
oo

r, 
Im

us
, K

aw
it

-
B

at
aa

n(
D

in
al

up
ih

an
)

II
I

D
on

e
2,

47
6

2,
10

5
D

in
al

up
ih

an
, H

er
m

os
a,

 L
ub

ao
 

1
Y

aw
a 
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FIGURES





M/Pに基づいた流域全
体の治水計画

河口～上流までの一貫
した治水対策を基本条
件

重点防御計画に基づい
た緊急治水計画の立案

具体的な実施項目または条件項目

  I.  DPWHの計画局・FCSEC･地方部局の能力向上

 II. 緊急対応基金のための制度・組織の確立(QRF及びGAAとの調整）

 III.対象自治体の非構造物対策の運用・実施（LGUsへのDPWHの支援）

 IV.望ましい事業実施体制の確立（参加型計画と適正な移転計画）

(運用方針の設定とその実施)  V. LGUs及び他の機関との連携（MOA、維持管理、流域管理、環境改善)
 VI.治水事業のガバナンス向上（全ての事業サイクルにおけるLGUsとコミュニティ参加、流域会議）

技術協力の具体の支援実施項目

1.  DPWHの能力向上支援

（セクターローン実施支援含） 2.  緊急対応基金の運用のための制度整備及び運用支援

3.  非構造物対策の実施支援

4.  維持管理資金の財源・その収集方法の助言

5.  河川管理のための法的制度作りのための助言

・最適な治水計画と洪水管理計画
・事業と維持管理のための十分な予算
・DPWHとLGUsの明確な責任分担とその実行

・LGUs及び他の関係者と十分な協力の下の最適な事業過程の策定とその実施
・貧困削減への貢献

・LGUsの防災対策の十分な能力

・DPWHとLGUsの十分な協力体制の構築

・DPWHの本省と地方部局での人員と組織の整備
・治水・河川整備、河川管理に関連する法制度の整備
・治水・防災行政に関連するガバナンスの向上

構造物対策の実施
／事業目標の達成

最適な計画の
非構造物対策の

実施

望ましい組織制度の整備、
防災のための十分な能力

具体的な方針
（目標達成の

ための
基本方針）

技術協力の実施

長期的目標: DPWH及び関連機関が防災リスク管理関連事業を自ら実施できる

”要検討事項”
・対象河川の選定方法（or基準）

・コアエリアの選定方法（or基準）

緊急対応基金の確保と
運用（セクターローンに
て実施）

短
期
計
画

セクターローンの実施
（実施条件の遵守）

Special Accountのアレンジ･継続性

今後新たに対応すべき問題

気候変動対策を
全ての方策において

考慮する必要が生じている

防災（洪水）対策委員会の設立

防災（洪水）対策委員会の設立

不十分な
行政能力

今後の防災リスク
管理事業に係る

新しい
アプローチ

（セクターローン
による対応）

これまでの
防災リスク管理に

係る事業

重点防御区域から事業
を開始

構造物対策の不十分な運用
プロジェクト目標の不十分な達成

不十分な
非構造物対策の開発

非構造物対策を構造物
対策とともに重視

借款等によって実施する事業の
基本方針・条件等

借款等によって実施する事業の
新規の基本方針・条件等

これまでのODAによる治水対策（防災管理対策）事業で指摘されている問題

望ましい事業実施・事業後の姿及び問題の解決方針

「総合的
洪水管理
能力の

限界」から
生ずる

不十分な
防災管理

現地住民
及び

関係機関
における
洪水対策
事業の
必要性に
対する

責任、認識の
欠如

構造物対策中心

・不適切な治水・洪水管理計画
・不十分な事業及び運営維持管理の実施のための維持管理予算
・DPWH及びLGUsの不明確な責任所在

・土木工事の不適切な手順(工事変更許可の承認等）

・他のセクターや利害関係者との調整能力の欠如 及び　貧困削減への貢献の欠如

・LGUsの不十分な能力

・DPWHのLGUsに対する不十分な支援対策

・DPWH本部及び地方事務所の不十分なスタッフの陣容及び組織形態
・不十分な法的制度（水法や河川域の指定など）
・不十分な統治（利害関係者間の調整、地域社会やLGUsの参加）

図3.1    セクターローンの事業実施方針
（防災管理事業に係る新しいアプローチ（案））

総合治水、
総合的な

洪水管理が
できる

能力を持ち、
実施する

Conditionality (必要最低条件)
ICDﾁｰﾑ設立/専門家派遣継続

DPWHとLGUがMOAを締結

防災（洪水）対策委員会の設立

(セクターローンの目的)(防災リスク管理（治水）セクターローンの目標)

治水事業の
必要性を

認識させるため
の基本活動

技術協力をする上に
おいても気候変動は
考慮する必要がある
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Verification of Normal O&M Activities

Legend

QRF : Quick Response Fund under National Calamity Fund (NCF)
GAA : Budget under General Appropriations Act
ICD : Institutional Capacity Development to be setup for Sector Loan Project

DBM : Department of Budget and Management
DOF : Department of Finance PROPOSAL ON DESIGN PROCESS

DEOs : District Engineer's Offices River Structures: In-house Enginner thru.
ROs : Regional Offices T/A Activities (FCSEC & BOD concerned)

BOM : Bureau of Maintenance, DPWH Bridge Structures: Outsourcing (GOP Fund)
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図 3.2 
 

緊急対応基金の運用フロー 
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図 4.1 
 

ロングリストと選定されている 
河川流域の位置図 
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THE PREPARATORY STUDY FOR 
SECTOR LOAN FOR 

DISASTER RISK MANAGEMENT 
CTI Engineering International Co., Ltd. 
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図 4.2 
 

セクターローン事業内において 
サブ･プロジェクトを選定するフロー 
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図 4.3 
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図 5.1 
Cagayan 川 Tuguegarao 地区洪水対策事業の 

ための構造物･非構造物対策案 

Flood Hazard map 
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図 5.2 
Ilog-Hilabangan 川 Kabankalan 及び 

Ilog 地区の洪水対策事業の 
ための構造物･非構造物対策案 

Preparedness Plan and FEWS 

Flood Hazard map 
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図 5.3 
Tagoloan 川 Tagoloan 地区の洪水対策事業の 

ための構造物･非構造物対策案 

Maintenance 
Work for Existing 
Dikes 

Flood Hazard map Preparedness Plan and FEWS 
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